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午前10時00分開議 

○議長 横尾 武志君   

 それでは、ただいま出席議員は１３名で会議は成立いたします。よって、直ちに

本日の会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．一般質問 

○議長 横尾 武志君   

 本日は一般質問を行います。 

 あらかじめ提出されております通告書の順により、質問を許します。 

 まず、７番、辻本議員の一般質問を許します。辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 おはようございます。７番、辻本です。質問は通告書に沿って一問一答方式でさ

せていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 私の質問の趣旨につきましては、芦屋町の人口が一番多かった時代、約１万９,

８００人と記憶しておりますが、その当時、昭和４０年代に各小学校がそれぞれ建

設され、もう既に四十数年経過しております。校舎の老朽化に伴って改修工事が行

われきておりますが、全国的な少子化時代の中で芦屋町も多分に漏れず、児童生徒

数の減少は同じような傾向になっていると思いますので、少子化に起因する児童生

徒数の変化に対してどのように考えておられるのかということについて、お尋ねを

いたします。 

 それでは、まず第１点、近年取り組んでこられた教育環境の整備状況について、

ハード面、ソフト面でどのようなものがあるかお尋ねします。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 平成２１年度からの教育環境における主な整備状況は、ハード面において、学校

関係では地上デジタル放送対応の校内配線工事、教務用コンピューターの整備、耐

震補強工事関係を、給食センター関係ではボイラーの改修等を行っております。 

 また、ソフト面での２４年度の講師等配置の実績は学力向上の関係分として、小

学校４年生までの３５人学級に３名、小中一貫教育に５名、少人数学習指導に２名、

イブニングスタディに５名、ＡＬＴ（外国語指導助手）を２名、小中学校の特別支

援学級に介助員を各１名、芦屋中学校に心の教育相談員を１名、民間委託ではあり

ますが、中学校に不登校対策指導員１名を配置しております。 

 今後の施設整備としては、各小中学校のトイレ改修（洋式化）を順次進めるよう

にしており、給食センターに関しては現在設計中でありますが、平成２７年９月の

稼働に向けて事務を進めております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 今説明がありましたように、確かにソフト面が目に引くかと思いますが、芦屋町

の独自の先進的な取り組みにつきましては私も承知しておりますし、すばらしいこ

とだと思ってます。この件につきましては、これで終わります。 

 次に、生徒児童数の推移について、どのようになっているのかお尋ねします。 
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○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 平成２５年度につきましては、学級編成の基準日が５月１日となっていますので、

その基準日でお答えします。 

 山鹿小学校は児童数４３１名、クラス数１６学級、芦屋小学校は２０７名、９学

級、芦屋東小学校は２３１名、１２学級となっています。なお、この中には特別支

援学級の児童生徒数、クラス数も含まれています。 

 次に、将来的な推計値ということで、平成３５年度の推計値を述べたいと思いま

す。この算出につきましては、平成２年から２２年までの芦屋町における５年ごと

の人口変動の率から平均変動率０.９５１を算出し、これに２５年度の児童数を乗

じて３０年度の推計値を、さらに３０年度の推計値にこの平均変動率を乗じて３５

年度の推計値を算出しております。 

 また、クラス数は現在行っています４年生までの３５人学級が継続されると仮定

し算出しております。 

 まず、山鹿小学校ですが、児童数３９１名、クラス数１４学級、芦屋小学校は１

８５名、８学級、芦屋東小学校は２０９名、１０学級となっております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 今現在の生徒数、クラス数を述べていただきました。その中で、将来的な数値と

して、今、話がありましたように、１０年後の予測では小学校の場合、３校で現在

の３７クラスから３２クラスになるとの説明ですけども、私はもっと減少するんで

はないかと思います。そういうことを考えた場合ですが、現在でも特に芦屋、それ

から、芦屋東小学校につきましては空き教室がたくさんありますが、さらにこの学

校の空き教室はふえてくるものと思います。 

 で、もう１点ですが、次に移らせていただきます。 

 児童数の減少に伴うメリット・デメリットとしては、どのようなものが考えられ

ますかお尋ねします。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 減った場合のメリットは、きめ細かな教育における指導ができることになります。

デメリットとしては、学級数の減により先生の数が減ることになります。県教育委

員会の規模別教員定数には、１５クラスの場合はクラス数プラス２名の配置、１４

クラス以下の場合はクラス数プラス１名の配置となっております。また、この人数

には教頭及び養護教諭は含まれていません。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 このメリット・デメリットにつきましては、いろいろ考えられると思いますけれ

ども、一般的にはそのようなことかなと私も思います。 
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 じゃあ、先に進まさせていただきますが、それでは各学校の管理運営に関する年

間の費用、教職員さんも含めてですけれども、どのぐらいになっているのか、お尋

ねをいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 平成２４年度の各小学校における設計委託料、工事請負費を除く一般管理費は山

鹿小学校では約２,２００万円、芦屋小学校では約１,７００万円、芦屋東小学校で

は約１,８００万円となっております。 

 なお、ソフト面における費用につきましては、先ほどの３５人学級、小中一貫講

師等の分になりますが、毎年４,０００万円程度の経費がかかっております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 では、今述べていただきましたトータルでしますと５,７００万円かかっている

ようですけれども、これが３校そのままということは今の状況かと思います。これ

が２校になった場合、もう一つは１校になった場合には、その管理運営費は年間ど

のくらいにかかると思われますか。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 児童数、クラス数にもよりますが、現在の学校施設をそのまま使用できると仮定

した場合、一般管理費としては維持管理のための部分補修がふえることを見込んで、１

校の場合は約２,４００万円を、２校の場合は約４,３００万円を想定しています。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 今説明を聞いて私もわかったんですけども、現状の３校体制のままでいきますと、

おのずと財政上の負担も増してくるということがわかるわけでございますが、こう

いった面から考えると若干非効率的だなと思います。一概には言えませんが、一方

では学力向上の面でもある程度の規模があるほうが切磋琢磨できるという環境にな

ると、私はこう考えます。 

 それでは、本題の小学校統廃合、いわゆる学校施設の整備計画について質問をし

ます。 

 小学校の統廃合について、これまで検討されたことがあるかないか、お答え願い

たいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 正式な議題としては、教育委員会には上げていません。懇談会などで話題に上が

ることはあります。 

 以上でございます。 
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○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 まだ検討したことがないということでございますが、児童数の減少が進めば統廃

合は避けて通れないんではないかと、一般的な考え方であります。と同時に、町民

の方にも同様な考えをお持ちの方もたくさんおられます。 

 ここでお尋ねしますが、小学校の適正規模、いわゆる統廃合について、国が示し

ている基準はどのようになっていますか、お尋ねします。 

○議長 横尾 武志君   

 教育長。 

○教育長 中島 幸男君   

 お答えいたします。 

 この学校の規模は、国がこれが適正だというのはほとんどないと思ってます。と

いうのは、ご案内のとおりに、何人ぐらい、どのぐらいの規模が最も適切かという

のはなかなか評価がないわけで。で、それの一つとして３５人学級が今小学校の１

年生、２年生は行ってますが、それから先になかなか進まないのは、じゃ、子ども

たちが少なかったら教育効果が高いかどうかというのに、なかなかそこの数値が出

てこない、それが一つあります。 

 何のために、そもそも論でございますが、何のために統廃合するかというのがあ

ろうかと思いますが、今議員おっしゃいますように、経済的な面が一つある、それ

から、教育力という面で、まあ、大きく２つのもんがあるだろうと。 

 私は、その学習指導と申しましょうか、教科指導につきましては、少人数が絶対

いいだろうというふうに思ってます。しかし、今の学力検査等があってますけれど

も、もう実態として少人数学級はたくさんあるんです。地方に行きますと、１クラ

スが１０人とか１５人という学校が何ぼでもあります。そうすると、そこの子ども

たちが学力が非常に高いかというとなかなかそうではないという実態もある。その

あたりが文科省が非常に、その、踏み切らないところだろうなと思ってます。しか

し、先ほど課長が申し上げましたように、きめ細やかな指導というのは間違いなく

できます。また、その小ささを生かすという、小回りがきくというよさもあろうか

と思います。しかし、今度はそれがその、じゃあ、子どもたちが育っていく中で、

育つ中で学力だけではございません。人間として育っていく場合に、やはり切磋琢

磨、先ほど議員おっしゃいました、切磋琢磨したり、ある意味の競争があったり、

ということは非常に大事でございますから、じゃあ、どのくらいの規模がいいかと

いうのは明確ではないというのは、現在だろうと思って……。 

 ただ、経験値的に申し上げますと、子どもはやっぱり３０人から３５人はおった

ほうがよかろうと思ってます。例えば、小学校でドッヂボールするときに２０人ぐ

らいやったら外野と内野分かれて１０人ずつ、しかも、その守備とか５人ぐらい、

これは話にならんよという話、そういう意味でいうとやっぱり３０人か３５人ぐら

いはおったほうがいいなというように思います。 

 それから、じゃ、学校で、学校経営上から考えますと何学級あったらいいかとい

う、で、これ、学校は今管理職が校長と教頭しかおりません。あとは管理職じゃな

いわけでございますけども、３学級以上になりますと学年主任という主任主事がつ

きます。そうすると、学年主任というと学年の、３学級以上ありますとこう、先生

方をこうかなり統括していくという、そういう指導力が発揮できますから、そうす
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ると３学級以上あったほうがいいねと、こう思うわけですね。そうすると、経験的

に申しますと、やっぱり小学校で、三六、十八学級ですから、１８学級前後がいい

かなという思いはしてます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 確かに、私も一応調べてますが、大体、今、教育長がおっしゃるように、適正規

模というのは１２から１８というのがベターではないかというふうな考え方が示さ

れています。 

 ここで、ちょっと財政課長にお尋ねしますが、昨年、一昨年からですか、各校と

もに耐震の工事が終わりました。統廃合を計画した場合ですが、これは多分補助金

活用だと思います。この場合にはどのようになりますか、お尋ねします。 

○議長 横尾 武志君   

 財政課長。 

○財政課長 柴田 敬三君   

 平成２１年度から大規模改修、それから耐震ということで、芦屋中学校、それか

ら芦屋小学校、山鹿小学校については耐震と大規模改修、東小学校については耐震

の対応はできているということで、大規模改修をやったと。で、この４校について

は、こういう大型工事をすることによって、屋上防水だとか全てやってますので、

通常１０年から１５年、この年数については十分今後、施設としては対応できるだ

ろうということで、それ以降ですね、それ以降いろんなまた問題点が出たときに、

今、辻本議員が言われます、少人数になったときに、じゃあ統合するのかどうなの

かという問題が出てくるかと思いますけど、その財源手当的には多分そのころには

もう過疎の指定はありませんので、以前は統廃合に対しては過疎のところで援助策

がたしかあったと思ってます。だから、十数年先、２０年先程度には過疎の指定は

恐らく、今のままで行くとですよ、ありませんので、そのとき統廃合に伴って国の

財源手当が何かあるかもしれませんが、今段階ではないというふうに認識はしてお

ります。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 この、私はここ耐震工事としてお尋ねしたのは、まあ、そういう時期に来とるの

に耐震工事が始まったなと、これはもう東北震災の関係でやむを得なかったと思い

ますが、それを、耐震工事をするについて、それを補助金を活用した場合、新しく

計画が立ったら、さあ、どうなるんだ、単純な、今、質問でございます。これは今

からのことと思います。 

 で、私はこのような質問をするのは、まず学校用地というのは相当な面積を要す

るために、町有地の、私は有効活用ということも考慮したまちづくりの観点からの

取り組みを行うべきではないかということが１点。それから、学校の統廃合問題に

つきましては、相当な時間と多大な財政負担を強いるわけですから、もう今のうち

からこの検討会を立ち上げる時期に来ているんではないかと申し上げたいと思って

います。 
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 そこで、教育長にもう１点お尋ねいたします。 

 児童生徒数の予測はおおよそついているわけでございますので、今の時点で検討

を開始したがいいのではないかと、私は考えますが、いかがですか。 

○議長 横尾 武志君   

 教育長。 

○教育長 中島 幸男君   

 芦屋町には３小学校、かつて、先ほど議員おっしゃいましたように、昭和４０年

代に１万９,８００あったというところで、芦屋小学校が東と分かれたというとこ

ろで、もう東も３０年以上、そしてもう芦屋小学校も１００年、大変歴史のある学

校になってしまいました。 

 で、このあたりを、じゃあどういうふうに統廃合するかということも、この人数

が出て行った場合に、人数が減っていった場合に、先ほど申しました、教育的な効

果とか財政上のこと、あわせまして、やはり統廃合というのは避けて通れないんだ

ろうなと思いながら、どの時点でこの、そういう委員会なり懇談会なり、もちろん、

地域の方々のいろんなコンセンサス得なくはいけません。何よりもやっぱり町の方

針でございますから、町長部局とよく相談しながら、この、どの時点でかけていく

かと。先ほど課長が懇談会と申しました。教育委員会の中では、こういう時期も来

るねという話があってまして、いずれせんなやねという、そのレベルはありますが、

じゃ具体的にどうだという話は一向にいたしておりません。ぜひ、今後、状況を見

ながら、町長ともよく相談しながら、また皆様方とお諮りしながら、どの時点で立

ち上げると今明確に申し上げられませんけど、頭の中には入っとるつもりでござい

ます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 わかりました。今すぐという状況ではないでしょうし、けども、いずれそういう

時期が来るというのはわかってるわけですので、ころ合い見計らってやっていただ

きたいと思っています。 

 もう１点、教育長にお尋ねしますが、今、芦屋町では、私も夕べこれを調べたん

ですが、芦屋型小中一貫連携教育というのを、教育長のリーダーシップのもと推進

をされてきておりますけれども、今、一方では全国各地で小中一貫校方式というの

が結構いろんなところで見たりします。小中、連携と一貫とどこが、どの辺の、違

うのか、ちょっと説明をお願いしたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 教育長。 

○教育長 中島 幸男君   

 最近どの地域も学校、子どもたちが減った中で統廃合するときに小中一貫をして

ると、一つのキャンバスの中に小中一貫するという学校がふえてまいりました。福

岡県でも、東峰村ですか、あそこに１校ありますし、それから頴田町もそういう、

非常にもう子どもたちが減っていって、その際にしたという、都市でもあろうと思

います。 

 で、一貫というのは、これなかなか難しいんですが、小中一貫にしたら、じゃ校

長一人かと、小学校、中学校、一人かというところもあるし、いや、小学校は小学
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校、中学校は中学校ですよと校長置いてるところもあるますし、ばらばらでござい

まして、これでないといけないというのはないようにあります。 

 同一キャンバス型の小中一貫と、私のとこのように、こうばらばらの小中一貫、

連携とありまして、まず大きく見ますと分離型が多いようで、一つにつくってしま

ったのはまだまだ少ない。で、分離型ですから、必ずしも、分離型で、当然校長と

教頭はいるわけですけども、じゃ何を一貫するかということですね、小中一貫とい

った場合に。一番多いのは、例えば、静岡県あたりは富士山科とかつくっておりま

すね、富士山について小学校、中学校みんなでその勉強していきましょうと、こう

いう郷土の歴史だとか、郷土のことを一貫して勉強しましょうという学校は多うご

ざいます。 

 ところが、教科指導を真ん中に据えて一貫しよう、中学校までつなげていこうと

いうのはほとんどありません。芦屋はそれを、一貫した教科書等でやりましょうと

いう形で、今はジョイントカリキュラム、小学校と中学校のカリキュラムをジョイ

ントさせようということでやっておりますけども、芦屋の小中一貫は珍しいなと思

って、今ちょっと自負しておるところでございます。 

 それともう一つは、一貫した心の教育、これはたくさんあります。保・幼から一

貫して、例えば、今年は芦屋が取り組んだ、語先後礼という、挨拶の運動しましょ

うと、これも保・幼も協力していただいて、そういう一貫はありますが、「一貫と

連携」とそこに書いたのは、一貫というのは何を一貫して小学校、中学校でやるか

と、連携というのは必ずしも、例えば、保・幼とうちの場合、保・幼は私立でござ

います。そうすると、私立は私立の建学の精神がございますから、それについて

我々は手を突っ込むわけいきませんが、ここだけは連携して頑張っていきましょう

というのはその挨拶運動、それから褒めて育て「よさカード」、そして四半期ごと

の月目標をつくってます。それからいつでも７カ条、このあたりは保・幼も一緒に

やっていただきたいという意味で連携と、そういう形で一貫と連携は微妙ですけど

つながっとるところもあるし、まあ、ちょっと違ってるとこもある、そういうふう

に思っています。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 ただいまの説明で大分理解ができたと思います。確かに、芦屋方式といいますか、

教科のジョイント方式というのは確かにいいかなと、こう思います。今の状況では、

合併はうちはするわけじゃありませんから、そういう面では教育の方針の仕方、方

法というのはこの両サイドあるんだなというふうには理解いたしました。 

 最後になりますけれども、ここで町長にお尋ねしたいと思います。 

 先ほど教育長から話がありましたように、やはり町の方針として、今からこの問

題を例えば検討するとすれば小学校の統合化について、町長の今の、現状でのお考

えをお尋ねしたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 町長。 

○町長 波多野茂丸君   

 辻本議員の質問にお答えいたします。 

 先ほど来より、学校教育課長、教育長のほうからるるいろんな答弁、ご質問を受
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けて答弁あったわけでございますが、いわゆる学校の統廃合というのは芦屋の小学

校、２つの小学校、統廃合問題。これはもう正式なテーブルにはのったことはあり

ません。ただ、辻本議員もご存じのとおり、いろんな場面で、いわゆる「茶飲み

話」という言葉が正しいかどうかわからないんですが、そういうような中でたまに

出てまいります。 

 しかし、それといわゆる町を運営する立場からの発言をさせていただきますが、

まず、その教育は非常に、どこの町でもそうなんですが、まず福祉と並んで最重要

課題であるわけでございますが、その中でまちづくりという観点からちょっとお話

しさせていただきますが、マスタープランにも上げておりますように、安心・安全

なまちづくり、そして、それから定住化という形を考えた場合に、今、芦屋町を見

た場合に、いわゆる芦屋町、それから３０区があるわけでございます、自治区。そ

して、小学校校区があるわけでございます。今、芦屋東小学校校区、芦小校区、山

小校区という形の中でまちづくり、３本の柱の中で、子どもたちの教育はもちろん

のことでございますが、まちづくりの中でいろんな活性化問題、それから少子高齢

化になっておりますが、お年寄りの方に対するいろんな地域との連携、これが今求

められているわけでございます。 

 私は決して統合には絶対反対というわけでございませんが、まあ、これが近い将

来か遠い将来かと言えば、遠い将来にはそういう場面が来るかもわかりませんが、

この近い将来において、私は合併というのは、私自身は考えてはおりません。やは

り小学校というのは、今ちょうど芦屋にとっていいバランスで小学校を中心とした

やはりまちづくりが、今、芦屋町ではできておるし、それを醸成しなくてはならな

いんではないかと思っております。 

 福岡県内、私もいろいろ、いろんな方にお聞きするわけでございますが、まあ、

福岡県内でも、１００人以下の学校等々が多々あるわけでございます。いろんなこ

というのが、子どもがやはり中心になって、地域のみんなで子どもを育てていくと

いうことで、いろんな意味で一つの町が形成されているのではないかと、私自身思

っておるわけでございます。今段階ではどうかと問われますと、今段階では考えて

おりませんとお答えするしかございません。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 辻本議員。 

○議員 ７番 辻本 一夫君   

 確かに、町長も話がありましたように、まずは至るところでその茶飲み話と言や

あそれまでかもしれませんが、まあ、結構こんな話あるわけですね。それは、しか

し、現実を見てきているという一面もあるんではないかなと、私はこう思っていま

す。 

 いずれにしましても、この、何ですか、今の少子化時代というのは間違いなく来

てるわけでございますから、時代に合った教育環境の整備に今後も取り組んでいた

だきたいということを要望して、私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長 横尾 武志君   

 以上で、辻本議員の一般質問は終わりました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長 横尾 武志君   

 ここで、病院長の出席をお願いしておりますので、席の移動があります。しばら
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くお待ちください。 

〔病院長 櫻井 俊弘君 入場〕 

○議長 横尾 武志君   

 再開いたします。 

 次に、９番、今井議員の一般質問を許します。今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 ９番、今井です。通告に従い、一問一答方式で一般質問を行わさせていただきま

す。 

 まず最初に、私の質問のために病院長、わざわざ時間をつくっていただいて出席、

ありがとうございます。 

 それじゃあ、通告書どおりに、まず最初、財政の問題ですけども、芦屋町には大

型施設というものがたくさんあります。本日は、その中でも顕著なものをまず上げ

て、この資金をどのようにしていくかということを明確にしたいと。芦屋町には国

民宿舎、そして海岸にはレジャープール、そして老人憩の家が３つありまして、町

営住宅、あと大きな地下に埋設されてる大型設備としては下水道というものはあり

ます。これらを今後維持するには莫大なお金と予算がかかると、私は考えておりま

す。 

 そこでまず、先日、橋梁、芦屋町にある２２橋の橋を長寿命化計画というものが

示されました。この内容を資金的に、資料を見ると毎年１,０００万円の維持費が

かかるとされております。そこで、この長寿命化計画の１,０００万円をどのよう

に捻出するのか、どのように充当していくのかを、資金面の意味からご説明をまず

第１番目にお願いいたしたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 執行部の答弁を求めます。都市整備課長。 

○都市整備課長 大石 眞司君   

 それでは、橋梁の長寿命化についてご説明いたします。 

 まず、橋梁の長寿命化についてですが、平成１９年度国土交通省により長寿命化

修繕計画策定事業費補助制度が制定されております。制度の概要は、市町村につい

ては平成２５年度までに長寿命化修繕計画を策定する地方公共団体に対し、それに

要する費用の６０％の補助を補助対象として支援などを行うというものです。これ

を受けまして芦屋町では平成２３年度に道路橋の点検調査を行い、その結果に基づ

き平成２４年度に橋梁長寿命化修繕計画を策定しております。 

 点検結果では、本町の管理橋梁２２橋のうち１１橋について何らかの対策が必要

であると判断されました。そのうち、本年度は３橋についての実施設計を行いまし

て、平成２６年度にこの３橋について補修工事を実施する予定です。残りの橋梁に

つきましても実施設計、補修工事といった流れで実施していくように考えており、

今後の具体的な計画につきましては、年度別の町の負担額を平準化することを基本

に財政課とも調整の上、進めております。 

 橋梁の長寿命化については以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 先ほど言いましたように、１,０００万円のお金がかかるわけですけれども、そ

のほかこの長寿命化のような考えで施設及びハードをどのように管理するか、計画
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があれば長寿命化計画、そのほかのものをご説明お願いいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 都市整備課長。 

○都市整備課長 大石 眞司君   

 それでは、下水道事業についてご説明いたします。 

 下水道事業については、平成２０年度に長寿命化計画支援制度が創設されたこと

によりまして、平成２１年度に浄化センター及びポンプ場の長寿命化計画を策定し

ております。この計画に基づき、平成２２年度に実施設計を行い、平成２３年度よ

り改築更新建設工事を実施しているところです。 

 管渠の長寿命化計画ですが、本年度は長寿命化計画基本構想策定業務を行い、平

成２６年度に管路施設における調査を実施し、下水道管渠長寿命化計画を策定する

予定となっており、平成２７年度に実施設計を予定しております。この計画に基づ

き、管路施設の長寿命化を図っていくように考えております。 

 下水道事業の財源につきましては、国庫補助が処理場５５％、ポンプ場環境５

０％で補助裏の５０％が下水道事業債、残りの５０％が過疎債となっております。 

 また、下水道事業債の５０％、過疎債の７０％が交付税措置として戻ってくるこ

ととなりますので、実質の町負担は約２０％程度ということになります。 

 下水道事業については以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 環境住宅課長。 

○環境住宅課長 入江 真二君   

 それでは、芦屋町の町営住宅長寿命化計画について回答いたします。 

 町の附属機関である芦屋町町営住宅長寿命化計画策定委員会を設置しまして、平

成２４年３月に策定したものでございます。計画期間は平成２４年度から１０年間

でございます。この計画は、少子高齢化社会に対応した住宅の質の向上、財政状況

を考慮して、既存の建物をできるだけ長く使用できるように住民ニーズに対応した

住宅への改修及び計画的かつ効率的な修繕計画を定めたもので、この計画に基づく

工事が国庫補助の対象となります。 

 この計画では、８０９戸の町営住宅を用途廃止、新築建てかえ並びに個別改善事

業等を実施することで、１０年後には７０６戸とし、１０年間の総事業費は約１５

億円となります。この１５億円の資金としては国庫補助金、公営住宅建設事業債、

家賃収入及び基金を財源とすることで住宅管理に必要な経費を全て賄える状況でご

ざいます。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 それでは、今２つの事業についての長寿命化計画、これについても相当な予算か

かるように今お聞きしておりますけども、今ご説明のなかったところ、レジャープ

ール、国民宿舎、それから老人憩の家、この辺についてはどのような考えで今後補

修管理していくのか、お考えがあればお聞かせいただきたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 都市整備課長。 

○都市整備課長 大石 眞司君   
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 それではまず、都市整備課のほうから現在の取り組みについてご説明いたします。 

 公共施設の長寿命化及び維持管理コスト削減を目的として、平成２２年度から施

設図面のＰＤＦなどによるデータ化や建築物情報及び改修状況表の作成をしている

ところです。この資料をもとに施設の外壁や屋根など、それぞれの箇所に施された

仕様に応じまして、建物の改修時期や各設備の更新時期を定め改修計画表を作成し

ます。 

 現時点におきましては、図面のデータ化と工事履歴、改修計画表の作成を行って

いる段階で、今後作成した資料をもとに現場状況との照合が必要となります。その

作業まで終えた段階で各施設の担当課と改修計画や維持管理についての協議を行い、

各施設の長寿命化計画が決定されるということで考えております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 地域づくり課長。 

○地域づくり課長 松尾 徳昭君   

 それでは、国民宿舎、レジャープールについて、現状と今後の考え方についてご

説明いたします。 

 国民宿舎につきましては、平成１１年度リニューアルオープンをいたしました。

総事業費は約１６億円で、建設に際し起債を１４億円借り入れております。起債の

償還としましては、年間約１億円の返済を行っており、３１年度で償還が終了いた

します。維持管理に関しましては、築１４年を経過しているため内部リニューアル

等の改修を行っております。 

 主なものとしましては、２１年度にクロス張りの張りかえ、２２年度浴槽整備工

事、エレベーターの改修工事、２３年度廊下・床等の改修工事、２５年度から３年

間は大型事業として内部改修工事等を行う予定としております。これらの工事財源

につきましては、一部国からの交付金等を活用し町費を抑えた中で行っております。 

 レジャープールにつきましては、平成９年にオープンいたしました。総事業費は

約９億円、建築に際し起債を約５億５,０００万円借り入れております。償還につ

きましては、平成１９年度に終了しております。維持管理に関しましては、築１６

年を経過しておるため毎年部分補修工事を行っております。 

 主なものといたしましては、２０年から２１年度にスライダープールの改修工事、

２２年度、ウッドデッキ撤去及び塗装工事、２３年度、ちびっこ冒険プールの床塗

装工事、２４年度、中ノ島休憩区改良工事とプールサイド塗装工事を行っておりま

す。 

 工事財源につきましては、一部過疎債や国からの交付金等を活用し、町費を抑え

た中で行っております。今後の維持管理につきましては、両施設とも都市整備課が

作成いたします改修計画表を参考にしながら長寿命化計画を作成し、計画的な維持

管理を行っていきたいと考えております。 

 財源につきましては、財政課と協議を行い、起債や補助金等をできるだけ活用し

整備を行いたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 福祉課長。 

○福祉課長 吉永 博幸君   

 町内３カ所ございます老人憩の家につきましては、寿楽会館が昭和４４年の１２
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月、山鹿荘が昭和４８年４月、鶴松荘が昭和４９年４月に開館しております。それ

から、２４年度の利用者を見ますと、各施設で毎日５０人から６５人の方が利用さ

れ、１年間では延べ５万人が利用されている状況にございます。 

 しかしながら、建築後４０年以上も経過していることから、年度によっては多額

の修繕費を要している現実がございます。この修繕なんですけども、設計を含む金

額、過去５年間で見ますと、２０年度は鶴松荘の事務室フロアの改修等で４０万円、

２１年度は鶴松荘のエアコンの設置工事などで１４０万円、２２年度は山鹿荘の膨

張タンク周りの配管工事ほかで１２０万円、２３年度は寿楽会館の膨張タンク及び

配管取りかえ工事ほかで約２０５万円、２４年度は山鹿荘の漏水対策のための給水

管布設がえ工事などで約５００万円の支出ということで、この５年間の総額は約１,

０００万円になっております。 

 それから、２５年の２月に、本年２月に実施した利用者アンケートにつきまして

は、利用料も取っていないこともございまして、設備や機能については「満足」

「大変満足」としているものが９１.１％を占めております。この点を見ますと、

利用者につきましては、建てかえを早急に要望している状況にはございません。し

かしながら、近年、特に山鹿荘においては建物本体施設の傷みが進んでいる状況が

確認されており、さらに修繕料も高くなってる傾向にございます。このような状況

を踏まえ、将来の老人憩い家がどのような機能や役割を担っていくことが望ましい

のか、過疎債の活用と財源面を踏まえ、建てかえの方向で検討しておる状況でござ

います。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 るる長寿命化計画、２カ所、それから３カ所、今、ところをご説明いただいたん

ですけども、ざあっと頭の中で計算しても設備に約１０億円から２０億円かかると、

維持費も相当の費用がかかってる、大変な財源をこれから我々は負担していかなき

ゃいけない。そして、多くが「起債」という言葉で借金、またそのうちの大半が、

たまたま芦屋町が受けられてる過疎債というもので充当されてる。だけど、この借

金は払っていかなきゃいけないんですけども、この過疎債を、まあ、確かに非常に

有利な返済でいけるので、十分芦屋町として最高に使えるところは使うということ

で動かしてると思うんですけども、この過疎債が３２年で終わります。過疎債もう

使えないんです。今挙げた設備以外もたくさんの物の設備をどのように管理してい

くのか、資金的に、お考えがあればご説明をお願いします。 

○議長 横尾 武志君   

 財政課長。 

○財政課長 柴田 敬三君   

 現状、設備・施設等の改修につきましては、毎年９月から１０月にかけまして行

ってます実施計画、それから施設整備計画のヒアリングの中で向こう３年間の事業

内容が決定し、その後の予算査定で予算化されるという一連の流れになっておりま

す。また、総事業費が１億円を超えるものにつきましては、大型事業として位置づ

け、財政シミュレーションの中で別枠として反映していくことになります。 

 査定の中で重要な判断材料の一つになるのが、資金計画といいますか、財源確保

ということになります。財源につきましては、基本的にはまず国・県の補助金制度

- 13 - 



が利用できないか、次に過疎債等の交付税措置がある有利な起債が充当できないか

などの調査・検討をします。その中で、どうしても財源手当がないもの、つまり町

の単独事業として実施していかなければならない場合には、財政シミュレーション

でお示ししていますように、一般財源枠として毎年確保しています１億円の中で優

先順位を含めて調整することにしております。 

 先ほどから各課長の説明があってますが、橋梁にしましても下水道、それから町

営住宅にしましても国の基準による長寿命化計画に今のってるわけですが、これに

のれれば、説明があったとおり、厚い財源手当が確保できるということになります。

ただし、国民宿舎、それからレジャープールにつきましては、そういう国の基準と

いうのはなく、全くの町の単独事業でございますので、今後、都市整備課の作成予

定の改修計画ですね、これをもとに長寿命化計画を策定し、国の交付金事業があれ

ばそういう国・県のもの、それと過疎債期間でできるものであれば有利な起債です

が、そういう財源をできるだけ確保しながら維持管理に努めたいというふうに考え

ております。 

 また、老人憩の家につきましては、財政シミュレーションの中で既に建てかえ事

業として大型事業に項目上計上してますが、まだ内容が検討中でございます。具体

的な数字としては上がってきてない状況でございます。いずれにしましても、議員

さんおっしゃるとおり、平成３２年度末でこのままでいきますと過疎指定が終了す

る予定でございます。その後の財政運営につきましては、より持続可能なものにす

るために、今、２つの取り組みを進めております。 

 まず１点目が、退職手当債の繰り上げ償還についてでございます。平成１９年度

から４年間、団塊の世代の大量退職に対応するため、約１１億円の起債を借り入れ

ております。この起債は唯一交付税措置のない単なる借金と言われるもので、財政

支出の硬直化のみならず、実質公債比率や経常収支比率、これらの数値に悪影響を

及ぼすものでございます。 

 今回の財政シミュレーション上では、２７年度末でこの退職手当債については、

一括繰り上げ償還する予定で計画し、現在、関係機関との調整を始めている状況で

ございます。 

 ２点目が公共施設の整備や各種ソフト事業に対応した基金の創設を考えておりま

す。過疎債が借りれなくなるということは、単独事業で実施しなければならない工

事等が確実にふえるということです。また、ソフト事業においても、学力向上事業

や少子高齢化対策、公共交通対策など、今後もさらに充実していかなければ当然な

りません。そのための財源を確保するために、年度末までに新たな基金の創設に向

けてその内容・規模等の検討を始めております。 

 この２つの取り組みができる前提としましては、モーターボート競走事業会計か

らの収入の増額確保のめどが立ったために実現できるもので、今回お示しします財

政シミュレーションにおいて数値化をしております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 本年度、多分、もう少ししたらその財政シミュレーションは出ると思いますので、

その点をよく見ながら、また、随時その辺についてはきちんとした質問及び確認を

していきたいと思いますけども。いずれにしましても、今言ってるのはハード、そ

- 14 - 



れ以外のソフト、それ以外、まだ表面に出てないものたくさんあるわけですね。で、

芦屋町は、まあ、日本国中そうですけども、収入がふえてるような町とか自治体は

ほとんどない。懐に入ってくるものは変わらないのに出ていくものはどんどんある

という現実を、この質問の中でもう一度明確にして、私たち議員も一生懸命それに

ついては提案、サジェスチョンしますけども、ぜひ執行部のほうもどのようにした

ら出るのを抑えられて、なおかつ町民の福祉・教育、そういうものに役立てるかを

ご提案いただきたいと思います。 

 これで、最初の、１番目の、財政についての質問を終わります。 

 ２番目としまして、きょう、病院長にお越しいただいたんですけども、昨年の１

０月に病院の形態委員会が結論を出すというふうに私どもは聞いておりまして、実

際その経過についてもきょうまでいろいろ聞いてるとこあるんですけども、現在ま

でのこの独立行政法人の形態委員会の結果を含めて、現在までの経緯をまずご説明

をお願いしたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 病院事業の今後のあり方につきましては、施設の老朽化に伴い、現在の病院の存

続の是非から始まり、現在２つの方向性が定まっております。 

 １点目は、移転・建てかえの方向性、２点目は、経営形態の変更で、地方独立行

政法人化への方向性です。移転・建てかえにつきましては、地方独立行政法人化よ

り先に方向性が定まり計画が進められています。地方独立行政法人化につきまして

は、今議会でお願いしています補正予算を認めていただければ、その移行事務を進

めさせていただきたいと考えております。 

 今後の検討の中で、移転・建てかえと地方独立行政法人化が場合によっては混同

されるおそれがありますので、明確にするために、まず移転・建てかえの今までの

取り組みの説明をさせていただき、その後に地方独立行政法人化についての今まで

の取り組みの説明をさせていただきます。 

 まず、移転・建てかえの今までの取り組みについてご説明いたします。 

 芦屋中央病院のあり方につきましては、平成２３年１２月に設置された第三者委

員会である町立芦屋町中央病院事業検討委員会において、病院の存続と老朽化した

施設の整備などについて検討が行われました。平成２４年３月総合運動公園内造成

地への移転・建てかえが最も望ましいとの答申が出されました。平成２４年４月１

７日、この答申の報告を受けた議会は、４月１９日、町立芦屋中央病院事業に関す

る調査特別委員会を設置し、調査・検討の結果、６月１５日、その報告がなされま

した。 

 その報告では、今後は執行部において、さらなる検討を行い町民負担と医療体系

の必要性や方向性を町民に十分説明し、理解された中での事業運営を進めることが

重要であり、地域の病院として将来にわたって地域に本当に必要な医療を提供し、

貴重な１３７床を保持しながら、町民の安心・安全を守る最後のとりでとして医療

を提供し続けていかれることを切に願うものであると締めくくられています。 

 また、その中で、経営形態については、経営形態検討委員会の中でよりよい形態

を検討されることが委ねられています。平成２４年５月１日号の広報あしやで、芦

屋中央病院は存続することが望ましい、老朽化した施設は移転・建てかえが望まし

い、移転先は総合運動公園内造成地が望ましいことなどが示された事業検討委員会
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の答申についてのお知らせをいたしました。 

 また、２４年７月１日号の広報あしやでは、芦屋中央病院が抱える課題、事業検

討委員会の審議・答申、経営形態委員会の設置について、町民の皆様にお知らせを

しています。その後、町においても検討を重ね、総合的に判断した結果、平成２４

年１０月２２日、芦屋中央病院は移転・建てかえをするという目指すべき方向性が

定まり、１１月７日、議会全員協議会でその報告を行い、１１月１５日号の広報あ

しやで町民の皆様にお知らせをしています。 

 また、１１月１９日は芦屋東公民館、２３日に中央公民館、２６日に山鹿公民館

で移転・建てかえについての住民説明会を実施いたしました。現在、新病院の基本

計画を策定中であり、９月までにその素案ができ上がる予定となっております。 

 以上が、移転・建てかえについての今までの取り組みの経過です。 

 続きまして、地方独立行政法人化についての今までの取り組みについてご説明い

たします。 

 芦屋中央病院の経営形態につきましては、昨年５月に設置された第三者委員会で

ある町立芦屋中央病院経営検討委員会で検討が行われ、昨年１０月末に地方独立行

政法人化が最も望ましい、その移行の時期については、おおむね３年をめどに移行

するのが望ましいとの答申が出されました。 

 この答申の内容につきましては、１１月２７日、議会全員協議会で報告を行い、

１２月１５日号の広報あしやで住民の皆様にお知らせをしております。その後、町

での検討におきまして、経営形態検討委員会の答申で示された、将来の芦屋中央病

院の医療機能を実現するために最も重要なことは、医師を初め、看護師、薬剤師な

ど医療職員の安定的な確保が課題であり、医療制度改革や診療報酬の改定など、医

療を取り巻く状況の変化などに対応も迅速性が必要であると結論づけられました。 

 したがいまして、今後の芦屋中央病院の経営形態につきましては、病院にも権限

があり、あらゆる面で意思決定が機動的かつ柔軟に行える地方独立行政法人が最も

望ましいとの結論から、平成２５年６月３日、地方独立行政法人化を目指す方向性

が示されました。このことにつきましては、平成２５年６月１１日に民生文教常任

委員会、１４日には議会全員協議会へその報告を行ってきたところです。 

 また、今議会へ地方独立行政法人化に関する支援業務委託費の補正予算を上程さ

せていただいています。 

 以上が、地方独立行政法人化についての今までの取り組みの経過でございます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 今るるこれまでの経緯についてのお答えがありましたけども、再度、なぞるよう

になってしまいますけども、私たち議会としては、答申したのは病院を維持継続し

なさいというのがまず大前提、まとめの部分の一番最初、これをしております。議

会総意でそれをしとる。あと一つ、大きなところは住民、この方たちにきちんとし

た説明をしなさいということもこのまとめに書いてある。当然、議会にもきちんと

説明をして進めなさい、これが答申です。 

 で、先ほど形態委員会の、まあ、形態についてのとこですけども、じゃ、どうい

う形でこれを存続させるかということについては、議会のその中の、答申の中では、

議会の中でもいろんな意見は出たんですよ。しかし、これは形態委員会に任せます
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から、そこの答申でやりなさいということで、答申が出て方針決定をしたというと

ころだと思いますけど、まずこの内容についての確認、再確認させてください。こ

こまでが私たち議会の流れだと思うんですけど、建てかえについては今、そこにつ

いてはまだなしで、まずは形態についてはそういうふうに決めて、地方独立行政法

人までの方針決定がされているということの事実だけの確認したいんですけど。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 ただいま今井議員が言われたとおりでございます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 それから、建てかえの問題については、先ほど事務長のご説明がありましたけれ

ども、方針を示されていろんなところでの話し合いはされてますけども、９月にな

って最終的なところが提案されるというところの理解でよろしいでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 はい。そのとおりでございます。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 はい、わかりました。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 ですので、もう本当にしつこくなりますけど言います。今決まっておることは、

病院は町民のために残しましょう、それは独立行政法人にしましょう、ここまでは

議会の私たちの委員会にも、町民の方にも広報でいろいろご説明があってる、これ

が一つ。あと、建てかえるか建てかえないかについては、９月の時点で、まあ、一

応方針は決まってるんですけど、それについては議会も、町民にもきちんとした理

解を進めるというのが現状ということを確認します。 

 それでは、その後、今後、どのように進めていくのか、そこについてのご説明を

お願いいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 今後の進め方についてでございますが、地方独立行政法人化には定款の議決、評

価委員会の設置に関する議決、中期目標の議決、中期計画の議決、そのほかに法人

設立の許可申請、理事の選出、新給与制度の構築、年度計画の作成、現条例規則の

改廃及び新規規定の作成、新法人の規定の作成など多くの事務処理が必要となりま

す。このため、本議会に地方独立行政法人化の支援業務委託費の補正予算を上程さ

せていただいています。この補正予算を認めていただければ、平成２７年度からの

地方独立行政法人化に向けた移行事務を進めていきたいと考えております。 

 また、地方独立行政法人化への移行は、現在、勤務している病院職員にはその身

- 17 - 



分や給与にかかわることは大きな問題であり、病院職員の理解を得た中で行う必要

があると考えています。したがいまして、今後、職員組合との交渉など丁寧に行い、

病院職員に理解を得られた中で進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 今回の予算に上がっているということで、私ももう予算案を見ておりますけども、

昨年、一昨年でしたか、我々議員の一部と執行部の方で地方独立行政法人の１カ所

を見に行きました。日本で一番もうかってると。そこの中でも、私も出席していろ

いろお聞きしたんですけども、やはり一言にもう一番もうかってる、日本で一番も

うかってる地方独立行政法人もいろんな問題を抱えてるんですね。その辺もぜひフ

ィードバックをしながら、今回の委員会の中でも十分、議会としても委員会として

も精査しますけども、ぜひその辺は間違いのないように、住民のためになるような

進め方をお願いしたいと。もちろん、我々議会、これをきちんと審議しなきゃいけ

ないと。 

 それでは、最後になりますけども、そこまで、今回の９月の議会でいろんなこと

が決まっていくわけですけども、今後進めていく上の中では、一番重要なことはこ

れだけ、今さっきハード事業でいろんなお金たくさんかかることもありましたけど

も、地方独立行政法人になったとしてもお金もたくさんかかるし借金も抱えていか

なきゃいけない、いろんな課題がたくさんあると思いますので、これから先進める

に当たっては、我々特別委員会も最初にご報告しましたように、やはり一番重要な

のは住民への周知、もちろん、議会へも周知していただいて、議論を尽くして、よ

りよいものにつくり上げていかなければいけないと思いますけど、その辺のお考え

についてのご回答をよろしくお願いいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 お答えいたします。 

 今年の３月から新病院の基本計画の策定に着手して、先ほど事務長が申し上げた

ように策定に着手しておりますが、今月末、９月末までに素案がまとまる予定でご

ざいますので、近々その内容をお示しできるものと考えています。 

 基本計画は今後、新病院の基本設計、実施設計を策定するために、大変重要なも

のになります。また、町民の皆様には新病院についての説明を行うための資料とな

るものでありますので、広報あしややホームページ、また住民説明会を開催して、

十分にご理解していただけるよう努力してまいりたいと考えております。 

 先ほど事務長が答弁いたしましたが、私からも独法化について若干の補足をさせ

ていただきます。 

 将来、地域における町立病院の目指すべき医療を提供していくためには、医師の

確保はもちろんのこと、医療を取り巻く状況の変化など、その対応のスピードが必

要となります。そのためにも、今後の町立病院の経営形態につきましては、病院に

権限があり、あらゆる面で意思決定が機動的かつ柔軟に行える地方独立行政法人へ

の移行が最も望ましいと考えております。 

 なお、医師の確保のためには、医師の給与体系の抜本的な改定を早急に行わなけ

- 18 - 



ればなりませんし、そのほか勤務環境の改善に加え、学会や研究会参加など研修支

援対策の強化などの条件整備が必須です。これらの条件整備がなされれば、独法化

による医師の身分が非公務員化することのメリットなどを勘案すると、今後の医師

の確保にはそれほどの困難性はないと考えております。 

 さらに、看護師、薬剤師の人材確保ということも非常に重要でございますが、そ

の採用にかかわるいろんな手続などが独法化することによってスピーディーに行え

るということで、そのメリットを受けられるものだというふうに考えておりますし、

いわゆる、その努力したことによる効率給付ですね、そういうことも病院の判断で

できるということもありますので、独法化によって医療職、先ほど申し上げました、

医師の確保ということに関しては、随分いい状況ができ上がるのではないかという

ふうに考えているところでございます。 

 ただし、私が病院で診療している患者さんなど、町民の方から病院の将来につい

て個別に質問されることがあるのですが、よくお聞きすると独立行政法人化とそれ

と病院の建てかえにかかわる基本構想ということが混同されている方が結構いらっ

しゃいます。さらに、独法化すると町立病院が芦屋町の病院ではなくなるんではな

いか、要するに、無軌道に動き始めるんではないかというふうな懸念あるいは誤解

を持っている方もいらっしゃいます。 

 そこで、独立行政法人の仕組みを再度この場で説明をしたいと思います。 

 地方独立行政法人の業務運営の仕組みは設立団体の長、当病院では町長ですが、

業務の目標を示した上で、法人にその達成手段についての広範な裁量権を与えて、

法人の責任と権限において業務を行わせ、事後的にその達成状況をチェックする、

いわゆる目標による管理の考え方を根幹として構成されております。その仕組みと

しては中期目標、中期計画、年度計画、年度業務実績評価から成り立っております。

中期目標は、町長が策定をいたします。これは、あらかじめ評価委員会の意見を聞

いた上で町長が作成をし、議会の議決を必要といたします。 

 中期目標の内容としては目標期間、これはおおむね３年から５年でございますが、

この目標期間を定める、それと提供するサービス、その他業務の質の向上に関する

事項を定める、業務運営の改善・効率化に関する事項を定める、財務内容の改善な

どを定めることになっております。 

 中期計画はこの中期目標に基づき法人が作成しますが、町長の認可を必要とし、

さらに議会の議決を要します。 

 年度計画は、中期計画に基づき法人が策定し、町長に届け出をいたします。 

 年度業務実績評価については、法人により評価委員会に報告し、その評価を受け

なければなりません。評価委員会は評価結果を町長に報告し、町長は議会に評価結

果を報告することになります。 

 さらに、評価委員会のメンバーは町が任命いたしますし、また病院の管理者、こ

れは法人の理事長と監事──これはさら監事でございますが──も、町長が任命す

ることになります。 

 以上のことから、病院の運営が迅速に行えるメリットを持ち、一方、病院は町に

よる十分な管理を受けることになります。さらに、町長と町議会の関係性は現状の

地方公営企業法一部適用の状況と大きな差はないということになります。平たい言

葉で申し上げますと、病院は芦屋町の持ち物であることには変わりがなく、病院と

町、町当局と議会の関連は大きく変わらないということでございます。 

 先ほど申し上げましたように、新病院建てかえの基本計画について、町民の方へ
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のご説明には十分に配慮してまいります。ホームページに掲載いたしますし、広報

あしやあるいは病院が独自に発行しております広報誌にもその概要をご説明してい

きたいと考えております。また、住民説明会の開催も当然のように予定しておりま

す。 

 さらに、町民の方の生の声をお聞かせいただく会も計画しております。これは、

区長会にお願いをして、私と事務長が自治区ごとに、これは３０自治区あると聞い

ておりますが、この３０自治区を個別に別途訪問いたしまして、病院の将来像につ

いてご説明をする機会を設けていただいているところでございます。膝詰めでお話

をすることにより、町民の方々のご意見をいただき、病院の将来について十分なご

理解を得られるように努力してまいる所存でございます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 今井議員。 

○議員 ９番 今井 保利君   

 ありがとうございました。これから、９月の審議が終わったら、このいわゆる基

本計画というのが出てくるわけで、で、我々も議会全員で、先ほどから言ってます

ように、病院の存続はしなさいという結論を出しとる、それに一番いいのは独立行

政法人であろうという形で今きておって、基本計画でいわゆる骨組みができ上がる

わけで、今、病院長が最後にご説明なりましたように、たくさんのいろいろな意味

で町民にご説明をいただけるということですから、ぜひそういうことをするという

ことも、逆にもう一つＰＲするぐらいの手厚い町民へのご説明をしていただいて、

ぜひ我々委員会でまとめましたように、町民の最後のとりで、いわゆる地域医療の

最後のとりでとしての病院を存続させるためには何がベストかということを、我々

議会も一生懸命頑張りますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議長 横尾 武志君   

 以上で、今井議員の一般質問は終わりました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長 横尾 武志君   

 ここでしばらく休憩いたします。再開は１１時２５分からいたします。 

午前11時17分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午前11時25分再開 

○議長 横尾 武志君   

 再開いたします。 

 次に、１０番、川上議員の一般質問を許します。川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 １０番、川上です。病院長、引き続きよろしくお願いいたします。 

 今井議員のほうから病院の建てかえ問題、独立行政法人の経緯等が聞かれました

ので、私のほうは住民への周知、職員への理解、そういったところを中心に聞いて

いきたいと思います。 

 今の病院長の答弁の中でも、本当にやっぱり医師の確保をするのが大変だという

ことで、そういった点で努力されてるという点はつくづくわかりました。そういっ

た点で今後も住民に対して十分な医療を提供できる自治体病院、町立病院であるた
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めにという立場から質問いたします。 

 それでは、まず第１点目に、地方独立行政法人が制定された際に、参議院では地

方独立行政法人への移行に際しては、雇用問題、労働条件について配慮し、関係職

員団体または関係労働組合と十分な意思疎通を行うとの附帯決議がなされました。

町は病院職員との話し合いや説明は行ったのでしょうか、まず最初に伺います。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 平成２４年１０月末に経営形態の答申が出された後、同年１２月から病院職員に

対して地方独立行政法人化の説明を行ってきました。答申では、芦屋中央病院の経

営形態については今後の医療機能を実現するために、医療従事者の確保が重要であ

り、そのための必要な改善を行っていくには、地方独立行政法人への移行が最も望

ましく、その移行時期については、移行によって経営改善が見込まれることから、

おおむね３年をめどに地方独立行政法人への移行が望ましいとされています。 

 平成２４年１２月、病院職員に対して経営形態検討委員会の答申の報告を行いま

した。国が示している経営形態の選択肢は地方公営企業法の全部適用、地方独立行

政法人、指定管理者制度、民間譲渡の４つです。病院職員への説明では、経営形態

委員会で検討された４つの経営形態の特徴、その検討内容を示しながら、町内での

医療の提供が持続されること、経営や医療職員の採用、外部環境などに機動的かつ

柔軟な対応が可能なこと、現職員の身分に関することなどを総合的に検討した結果、

地方独立行政法人への移行が最も望ましいとの答申に至った経緯について説明を行

いました。 

 平成２５年３月、病院職員に対して地方独立行政法人化のアンケートを行い、４

月にはその結果について病院職員に報告を行いました。このアンケート結果では、

７５％の病院職員が不安を感じており、そのほとんどが給与・身分に関するもので

ありました。６月には、アンケートや別に募った意見要望事項を集約し、このこと

に関して回答を行ってきました。しかしながら、最も関心のある給与など処遇に関

する具体的な事例については、新給与制度の構築ができていないため、病院職員に

具体的なものを示すことができないことから、現段階では十分な理解は得られてい

ないと考えております。したがいまして、今後も病院職員に理解を得られるよう、

病院職員や職員組合ともよく話し合いを行い、丁寧な説明を行っていきたいと考え

ております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 総務課長。 

○総務課長 小野 義之君   

 私のほうからは、職員労働組合への説明の経緯ということでご説明いたします。 

 平成２５年７月４日、芦屋町職員労働組合へ申し入れを行いました。内容は、地

方独立行政法人への移行に伴う職員の身分及び処遇に関する基本的な事項について

でございます。申し入れ事項につきましては、７月１６日、職員の身分、給料、諸

手当、退職手当、健康保険及び年金の加入などの説明を行っております。 

 その後、８月７日に組合のほうから申し入れ書に対する確認事項がありましたの

で、８月２３日に事務折衝の場を設けまして説明を行っております。結果としまし

て、職員組合とは職員の身分及び処遇に関する基本的な事項について合意いたしま
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したので、９月２日に確認書を取り交わしております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 まあ、職員には説明は行ったということで、それから職員労組との間では基本的

な合意は一応受けているということですが、町の職員については、職員の組合員も

おられますし、また組合員でない方もおられます。それから、職員の中には正規の

職員もおれば非正規の職員の方もおられます。組合員との話し合いは組合を通じて

やられましょうが、その、組合員でない職員、また臨時職員についてのその、細な

説明、それから組合員からは基本的合意を得たというのであれば、そういった、そ

の組合員でない方の職員からや臨時職員からのそういった合意とか、そういった点

はどのようになってるんでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 お答えいたします。 

 川上議員がご指摘のように、いろんな形態の雇用者がおりますので、最重要なこ

とは、先ほど申し上げましたように、労組組合員のことでございますが、非組合員

あるいは非常勤雇用の職員についても、十分な意見を取り入れるように今後努力し

ていく予定でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 職員組合が、この独立行政法人の説明を受けた後に組合としてアンケートを組合

員にとっております。そのアンケート調査の結果を見ますと、やはりさっき事務長

が言われたように、まずやはり給与面とか待遇面、そういったものに対してやっぱ

り大きな不安を持ってるということが確かにあります。 

 それとまた、あるのは「やはり今は地方公務員法に基づいて全てが決められてい

るが、今後どうすればよりよい職場環境となるのかが不安」とか、また「公務員で

なくなっても同じじゃないかという、こういった説明もあったが今まで公務員とし

て働いてきた私たちにとっては何もかもが不安である」と。それから、「病院の経

営に関しては独立行政法人化をしてどのような病院になるかなど具体的な情報が欲

しい」とかいうことですので、確かに、給与面については今後の話し合いの中で具

体的に出さないと見えないと思いますが、やはりその公務員でなくなること、そし

て独法になったときの病院がどうであるかという、そこら辺がまだ十分に理解でき

てない中で独法の話が進んでるというところに、やはり職員の方は大きな不安を抱

えてるんじゃないかなというふうに思います。 

 公務員については、一般的に、例えば、民間に働く人たちとどういった点が一番

違うかと言えば、やはり公務員に採用されたときには、まず最初に宣誓を皆さん方

したと思います。それは、「私は、ここに、主権が国民にあることを認める日本国

憲法を尊重し、かつ擁護することを固く誓います。私は、地方自治の本旨を体する

とともに、公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉仕者

として誠実かつ公正に職務に執行することを固く誓います」ということで、やはり
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一般的な人はただ、自分の労働力を売って賃金を得るということになってますが、

公務労働者というのはやはりその全体の奉仕者として誠実かつ公務に職務を執行す

るという、そういったことを踏まえて仕事に当たるという点では、私は病院の医療

従事者でもやっぱり大きな差があると思います。 

 確かに、こういった立場で芦屋町の役場の職員の方、また病院の職員の方がやら

れてるか、１００％やられてるかと言えば、それは疑問な点もありますが、しかし、

こういった、基本的な理想を持って働いてるところにやっぱり公務労働者としての

誇りがあるんだろうと思うんで、そこら辺がやはり一律的に独立行政法人になった

んであれば、もう公務員でなくなるというところを受け入れろと言っても、やっぱ

りなかなかそれはできないことだと思います。そういった点では、先ほども言われ

ましたように、十分丁寧な話し合いを行っていくということが必要だと思います。 

 組合は、一応もう基本合意は９月２日に行ったということですが、それでもなお

かつまだ不安な方は多いと思いますんで、やはり今後の話し合いの中で十分そうい

った点を払拭できるようにしていただきたいと思いますが、その点はいかがでしょ

うか。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 ただいま川上議員がご質問された件については、病院の執行部、いわゆる私、事

務長など運営会議のメンバーでございますが、十分に承知しております。さらに、

これは昨年から職員への説明会を何度も行っておるんですが、その説明会の中でも

いわゆる先行して独立行政法人化した自治体立病院、これは非常にうまくいってる

ところうまくいってないところあるんですが、そういう病院の職員とのいわゆるカ

ウンターパートと申しますか、薬剤師は当該病院の薬剤師、看護師は看護師、そう

いうふうな、いわゆるうちの病院からの、執行部のほうからの説明だけではなくて、

現実にそういう独法化した病院に努めている職員の方とお互いの立場で十分な意見

交換できるようなことを考えてはどうかということは提案をしておりますし、現実

に先行している、まあ、非常にうまくいってる病院でございますけども、そういう

病院の病院長あるいは事務長などと、そういう会合を持っていただけないかという

ことは要請をしておりますし、現実にそういう病院のほうから構いませんよという

お返事はいただいているところです。私たちの病院としての説明のほかに、そうい

う先行した、うまくいってる病院との職員が話し合うことによって不安が払拭され

ていくものであると思います。 

 先ほど申し上げました、非常にうまくいってる病院というのは、川上議員が先ほ

どおっしゃいましたように、公務員でなくなるということに対する不安、その他も

ろもろの職員の不安というものが先行してる病院では非常にうまく解消されており

ますし、さらに利用していただける患者さんからの評判も大変いいということでご

ざいますので、そういう病院との話し合いみたいな場を町立病院の責任として設け

ていくということも考えているところです。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 そういったことをぜひやっていただきたいと思います。しかし、そういったふう

になれば、私はなぜ平成２７年までに独法化しなければいけないかという、そうい
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った点が、ここをやっぱりその、強引に推し進めること自体が必要かというふうに

思います。確かに、財政的な問題とかそういった部分も含めて２７年ということが

出てまいりますが、そうすれば独法化を実現させる、逆算から言えば、先ほど言っ

たような、事務長が言ったようなスケジュールをとらなけりゃいけない、そういっ

た点では８月いっぱいじゅうにその労働組合との基本合意を得なきゃいけないとい

う、そういった中での基本合意をとるという形になると思いますので、そういった

点で今後はやっぱりその２７年ということにこだわらず、やっぱりそこで働く人、

そして住民、そういったものが納得した中でこういったことを進めることが必要で

はないかなと思います。 

 特に、ＩＬＯ──国際労働機関というのがありますが、これは公共サービスにつ

いてのＩＬＯの考え方というのを出してます。これは２００５年に出された「公共

サービス改革における社会対話の強化のための実践ガイド」という中では、公共サ

ービスの価値ということについて、「公共サービスの価値は、職員に対する人間ら

しい労働雇用条件を土台にしており、それが公共サービスの質と効率性を保障して

いる。民間部門の価値と原則が導入されるなら、公共サービスの質と効率性は危険

にさらされることになる。公共サービスの計画と実施の全ての段階で労働者と労働

組合、サービス利用者を全面的に参加させるとき、公共サービス改革は効率的で効

果的、質の高いサービスの提供という目的を達成することができる」としています。 

 そういった点で、労働者や労働組合員、そういったとこに十分話をして納得した

中で進めなさいということを言ってます。そして、国内ではこれを基本にして、お

手元に配ってあります公共サービス基本法というのが、平成２１年に制定されてま

す。これは、国会で全会一致で制定されたものです。この中の第３条の第４項には、

「公共サービスに関する必要な情報及び学習の機会が国民に提供されるとともに、

国民の意見が公共サービスの実施等に反映されること」としています。 

 また、第２章の基本施策の第９条国民の意見の反映等というところでは、「第９

条、国及び地方公共団体は、公共サービスに関する施策の制定の過程の透明性を確

保し及び公共サービスの実施等に国民の意見を反映するために、公共サービスに関

する情報を適時かつ適切な方法で公表するとともに、公共サービスに関し広く国民

の意見を求めるために必要な措置を講じるものとする」というふうにして、やはり

日本のその法律の中でもやはり、住民へのというか、働く人へのその情報の提供と

十分な説明、そういったものはやりなさいということは法律でも、条例でもちゃん

と決められているわけなんです。そういった点に立って、やはり十分なその意見の

反映と合意が必要ではないかというふうに思っております。 

 先ほどのことですけど、組合員でない非組合員や臨時職員、こういった人たちの

合意というのは、労働組合として、全体としての合意はとってますが、これら個人

の合意についてはどのようにしてとるんでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 私たちもその手法についてはこれからしっかり考えていこうと思っておるんです

が、組合の場合には当然執行部、病院にもそういう役員がおりますので、そこで集

約できるんですが、それ以外の方に関しては、個別にお話をするようなことも考え

ております。ただ、組合の、要するに、組合活動に障害を与えるというふうなおそ

れもございますので、そういうことに配慮しながら個別の職員の意見を集約してい
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きたいというふうに思っております。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 はい、わかりました。 

 それでは、独立行政法人化の大きな理由に、医師の給与を上げて医師の確保を図

るためと説明されてますが、先ほど病院長も言われましたように、それだけではな

くてやはりスタッフがそろわなければ成り立たないという問題もあります。最近、

病院の職場の人の話を聞きますと、独立行政法人化、こういった話が出る中で、看

護師の離職が大きな問題になってると。やはり独立行政法人になるという、そうい

った話の中でやっぱり不安を持ってほかの病院に移るという職員もふえてるという

ことが言われます。 

 それとまた、今度、きのうの初日でも職員給与の提案がされましたが、これが認

められれば当然病院職員の給与も一律にカットされるということになります。そう

いった点では、こういった離職が加速していくということも考えられますが、こう

いったことに対して、今、離職対策はどのように考えているのかをお伺いいたしま

す。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 川上議員が今ご質問されました離職の関係でございますが、これは、数年前に離

職率がかなり高いということで問題視しておりまして、ただ、これはうちの病院だ

けの問題ではございませんで、非常に看護師さんの帰属意識というか、そういうも

のが若干最近は希薄になっておりまして、いわゆる雇用の流動化みたいなことがお

こっております。 

 その中で、うちの病院の離職者も出ているというふうに理解しておりますし、こ

こ数年は離職率が低くなっていたところなんですが、今回おやめになった方に関し

ても、当然のようにそのおやめになる理由というのは調査しておるわけですが、

「独法化をするので不安だ」という声は聞いておりません。多くはご家族のいろん

な理由、旦那さんが転勤をするとか、それとかお父さんお母さんの介護が必要とな

ったので勤務が続けられない、専念したいということでおやめになってる理由が多

くを占めております。先ほど申し上げましたように、独法化をする、あるいは公務

員でなくなることに対する不安が離職の大きな理由ということにはなっておりませ

ん。 

 とは申しましても、離職が一時的に起こっておりますので、これに対する対策は

看護部長などと協議をした上で、今後改善をしていきたいというふうに思っていま

す。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 はい、わかりました。 

 それでは、経営形態の検討委員会の答申の中で、まあ、出とるんですけど、一つ

はやっぱり今後職員の給与を具体的に決めるということにもなるでしょうが、経営

形態の中で私が疑問に思うのは、「現状の人件費構造について」という中で、「看
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護師及びコメディカル職員については、勤続年数と所定内賃金を民間企業の統計と

比較したところ高くなっており、給与構造を見直す必要があると結論づけられた」

というふうに、こう書いてあります。 

 それと、「病院が現状を改善するための対策として、病院が移転・建てかえをし

た場合は多額の投資をすることになり、企業債等の返済のためにも経営の安定化が

求められる。そのため、費用の中でも最も多くの割合を占める給与の適正化が求め

られる」というふうにこう書いてあります。こういったところを読みますと、どう

しても給与を下げていって人件費を減らしていって、それで健全経営化をしていく

というそういった道筋に思えるんですが、その点は町立病院としてはどういったふ

うにお考えでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 給与比率に関しては、健全な病院経営の一つの指標として５０％とあるわけです

が、そういうものを目指していくというのが病院の経営をあらわすための一番いい

指標だというふうに考えているところで、これはうちの病院だけではなくて、ほか

の私立の病院でもほかの自治体立病院、公立病院でもそういうことは言われるわけ

です。 

 実際に５０％を目指していくというのは、その文言だけを表向きで捉えると、要

するに、川上議員がおっしゃるような、給与を下げていくというようなことにつな

がるというふうに捉えられますが、実際は病院を建てかえ、それで独立行政法人化

をして経営を効率化していくことによって収益を上げていけば、それは給与を下げ

なくても理想的な給与比率に持っていけるということです。 

 要するに、病院の収益を上げていくことによって給与比率を守ると、下げるとい

う考えというのはやや短絡的ではないかなというふうに思っているところです。そ

のためにいろんな施策を、お願いをしているということです。 

 それと、給与表に関しては、今後この議会で追加補正予算を認めていただいて、

実際にコンサルを入れてそこからいろんな検討を進めていくわけで、まだ職員には

提示ができないということで、不安を招いているというのも理解をしております。

実際には、その不安のない形で今後の職員との話し合いを当然していくつもりでは

ございますが、正確に決まったものがないのに、「捕らぬ狸の皮算用」みたいなお

話をすることが適切ではないということで、今までも職員に対する説明がやや足り

てないのは事実でございます。今回、予算をお認めいただければ、早急にその給与

表などの条件を職員に提示した上で、理解を求められるように努めていきたいとい

うふうに思っています。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 まあ、職員や組合員、そういった方々、本当にやはり十分わからないというのが

やっぱり率直な意見だと思います。そういった点では今後、やはり丁寧な、適切な

説明を丁寧に行っていただきたいというように思います。 

 続いて、２点目の、今度の６月１４日の全員協議会には地方独立行政法人化を目

指すことが報告されました。しかし、この決定に当たって、どのような形態で協議

され決定されたのか、また住民の意見等はどのように反映されているのかというこ
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とを、これはやはり先ほどの公共サービス基本法に基づくと、やっぱりこういった

決定をする中には住民の声や意見を反映しなさいということが書かれております。

その点がどのようになってるのかを伺います。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 平成２４年１０月末に出されました経営検討委員会の答申を受けまして、町では

芦屋中央病院の現在の課題を踏まえた中で総合的に検討いたしました。その結果、

平成２５年６月に、芦屋中央病院は２７年度からの独立行政法人化を目指すという

ことになりました。 

 独立行政法人化を目指すという理由につきましては、医師を含む医療職員の確保

が非常に厳しい状況にあり、特に、医師や看護師不足は患者の信頼性という問題な

どが生じています。また、これにより収益の確保ということに波及するおそれがご

ざいます。これらをできるだけ早期に改めることが喫緊の課題でありますので、独

立行政法人化に取り組み、柔軟かつ機動的な運営体系を組織したいと考えておりま

す。期日につきましては、第三者委員会から提案がありました、おおむね３年をめ

どにということで平成２７年度を目標年とする方向性をお示ししたところでござい

ます。 

 以上のことにつきましては、２５年６月１１日民生文教常任委員会、６月１４日

には議会全員協議会で報告をいたしてるところでございます。住民の皆様には今後、

広報あしや、ホームページにおいてお知らせする予定でございます。 

 また、先ほど、院長のほうが申し上げましたが、自治区にも伺い、今後丁寧な説

明を行っていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 今後、１０月１日の広報あしやですね、住民説明会を行うということ、それはそ

れで結構なんですけど、私が言ってるのは、やっぱり独立行政法人にしますという

決定をしたときに、その、どう町民の声を吸い上げてそれに反映しているかという

ことで、決定してみましたということを決めて住民説明会や広報あしやに載せても、

住民はもう、それはもう仕方がないことかなというふうにしか思わないので、そう

いった点ではやっぱり論議をする中で、住民の声を吸い上げて公共サービスを充実

していきなさいという、そういった公共サービス基本法の精神にやっぱりのっとっ

ていくのなら、もっと前にすべきじゃなかったのかなというように思います。 

 平成２５年の一般質問のときも、私はやっぱりそういった住民の声を聞くために、

例えば、地域医療シンポジウムとかそういったものをやるべきではないかという、

そういったことも提案をしていましたが、そういったことがない中で独立行政法人

化の決定ということも行われたわけですが。 

 しかし、今後、最初に事務長のお話にもありましたように、病院の４０億円を超

える建てかえ移転と経営形態を地方独立行政法人にしていくという、こういった、

その、住民にとってやっぱり大きな問題になるわけなんです。それをやはりその、

こういった広報と住民説明会、それと先ほど院長が言われましたように、区長会を

通していろんなところにお話に行くという、そういったことは大変結構なことだと
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思いますが、やはりそれだけでいいのだろうかと。 

 例えば、前回の病院を建てかえるということをやって、広報に載して、そして住

民説明会を３カ所やっても、住民説明会の参加者は、まあ、数十人という規模でし

かなかったわけですよね。そしてまた、住民からはいろいろな、その建てかえに反

対するような声なんかも、その、ビラに出されるとか、そういった状況も起こって

るわけです。 

 私は、やっぱりこういった大きなことをやっていくなら、住民の合意を得た中で

やられなけりゃいけないんじゃないかなということで、やはり、その、芦屋町の将

来の地域の医療の拡充を、充実をどうするのか、こういったことをした全町民的な

地域医療シンポジウム、そういったものをやっていって病院の建てかえとか独立行

政法人だけの問題じゃなくて、将来、この芦屋町の地域医療をどうするんだという

ところをまず全町的な論議の中でから、住民の合意を得てから、こういったことを

やっていくべきではないかと思いますが、そういった点ではこういった医療シンポ

ジウム、こういったものを今後考えていくという考え方はないでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 病院事務長。 

○病院事務長 森田 幸次君   

 ただいまの川上議員のご質問でございますが、確かに、おっしゃるとおり、いろ

んな住民の意見を聞いた中で医療を提供していかないといけないというふうに考え

ております。医療を提供するに当たっては、当院だけではなく医師会、そういった

ところの協力も踏まえながらやっていかないといけないところというのがあります

が、これから国が示しております医療のあり方というものにつきましては、やはり

少子高齢化という問題がございます。 

 これに関しては、国のほうもやっぱり地域で、地域全体で高齢者の医療、介護を

含めた、それともう一つ、地域での生活、そういったものを総合的に関係者が連携

してやっていかなければいけないというふうに国のほうも示しておりますので、そ

ういった意味では議員がおっしゃる意見も確かに一つの方法であるかと思いますが、

現在のところ、そういった考えはございません。しかしながら、これからの地域に

おける医療のあり方というものを町民の皆様に十分説明をしていく中で、理解をし

ていただけるよう努力していきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 病院長。 

○病院長 櫻井 俊弘君   

 今、事務長が申し上げましたように、町民の方への説明は今後も十分行っていき

たいと思うんですが、先ほど川上議員もおっしゃいましたけども、町民説明会の参

加者がそれほどたくさんではなかったということに関しては、私たちも非常に残念

なところでございまして、ということで、まあ、しかし、ああいうそのオフィシャ

ルの席で発言ができる方というのは非常に、町民の中にも多くはないと思いますし。

そういう意味で、フランクに膝詰めでお話ができる自治区のほうに私たちが出向い

て、いわゆるその声なき声を酌み上げると申しますか、そういうふうな形のほうが

合っているのではないかというふうに考えたところでございますし、川上議員がお

っしゃった、いわゆるそのあり方のシンポジウムというようなことも意味がないと

は申しませんが、住民説明会のときに参加者がそれほど多くなかったということを
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考えますと、そのシンポジウムにどのような効果があるのかということに関しては、

若干疑問があるところでございます。それより、先ほど申し上げた、自治区を回っ

て、３０カ所あるんだそうですが、これを一度、一回りでも二回りでもして小さな

声を拾い上げて大きなものにまとめていくと、というふうな努力をしたいというふ

うに考えているところです。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 とにかく今後も町民に対しての十分な、丁寧な説明をしていって理解を得るよう

にしていただきたいというように思います。 

 次に、公契約条例について伺います。 

 公契約条例の目的は、町が発注する請負契約において、その契約に基づく業務等

に関して、自由業に従事する者の適正な賃金や労働条件を確保し、労働者の安定を

図り、公共工事及び公共サービスの質の向上に資するとともに、過当競争、不当な

ダンピングの排除、地域社会の活性化に寄与するものであります。全国でも制定す

る自治体がふえていますが、福岡県では直方市が制定を進めています。芦屋町とし

ては、この契約条例をどのように認識しているのか、また公契約条例の制定につい

て、どのように考えているのかを伺います。 

○議長 横尾 武志君   

 財政課長。 

○財政課長 柴田 敬三君   

 公契約条例ですが、平成２１年の９月に全国で初めて千葉県野田市で制定された

ものです。平成２４年の１２月時点で千葉県内、神奈川県内など、関東を中心に７

つの自治体で制定されてるという内容でございます。 

 この条例に関しましては、先ほど議員さん配られてました、国の公共サービス基

本法、この中条項の中で、「国及び地方公共団体は安全かつ良質な公共サービスが

適正かつ確実に実施されるようにするため、公共サービスの実施に従事する者の適

正な労働条件の確保、その他の労働環境の整備に関し、必要な施策を講ずるよう努

めるものとする」という規定に基づき、これを実行するためには公契約条例が必要

であるという考えで各団体取り組んでいるものと認識しております。 

 福岡県内では、今年になって直方市で公契約条例策定審議会が設置され、現在、

検討が進められているという状況でございます。現状では、各団体の条例が施行さ

れて間もないこと、それに全国的にも制定団体が少ないこと、メリット・デメリッ

ト、効果等の情報が少ないということですので、他団体の動向を注視しながら対応

していきたいと考えております。 

 何よりも、国における基本的方針や国レベルでの法整備、こういう措置をするこ

とがまず第一だと認識はしております。国会における最低賃金法と公契約条例との

関係に関するやりとり、他団体での制定に向けての議会でのやりとり、それから直

方市での審議会でのやりとりと、現在、情報収集は進めておりますが、いずれにし

ましても、現段階では福岡県内の制定状況や近隣市町での取り組み状況を総合的に

判断して進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 
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○議員 １０番 川上 誠一君   

 今、課長が答弁されたように、これも公共サービス基本法の第１１条の中に、

「公共サービスの実施に従事する者の労働環境の整備」という中で、「国及び地方

公共団体が安全かつ良質な公共サービスが適切かつ確実に実施されるようにするた

めに、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条件の確保、その他の労働環

境の整備に関し、必要な施策を講じるよう努めるものとする」という、こういった

とこから、公契約条例が制定されてるわけなんですけど、この間、芦屋町において

も公契約の改革が行われてきたと思いますが、この間どのような改革を行ってきた

のか伺います。 

○議長 横尾 武志君   

 財政課長。 

○財政課長 柴田 敬三君   

 公共工事の発注制度、入札制度につきましては、平成２１年度から改革といいま

すか、今現在、施行中ですが、最低制限価格の見直し、それから前払い金の見直し、

契約保証金制度の見直しということで、順次、数値的、内容的には緩和していく状

況の中で、この公契約条例の中でうたわれてます、労働環境の改善につながるもの

ということで改善している状況でございます。 

 具体的には、２０年度最低制限価格につきましては７０％でしたが、翌年、２１

年度から見直し７０％ですが、その後８０％、現行では８０％と８２％という体制

の中でやってます。契約保証金制度、前払い金制度につきましても、上限額の緩和

なり最低額の緩和ということで対応している状況で、そういうことをすることによ

って、従業員等の賃金、労働条件というのがある程度確保できると、経営者側にと

っては資金確保等が確実になると、可能になるということで、そういうのに効果が

発せられるものというふうに理解しております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 まあ、町も一定、そういったふうに改革して努力はされてますけど、全国的にも

一般競争入札を取り入れていく問題やまた総合評価方式、こういったものについて

もどんどん取り入れていってます。しかし、こういった改革をする中でもやっぱり

下請業者、業務に従事する労働者についての配慮がないために、低価格入札の問題

がやっぱり解消されずに、結局、そのツケは下請の業者、さらに、そこで働く労働

者へとしわ寄せがされていってます。そして、労働者の賃金の低下を招くという、

こういった状況になっているわけです。 

 それで、国のほうから、本年の３月に国土交通省から建設業に従事する技能労働

者の賃金水準の確保についてということで、地方自治体や建設業界に要請がありま

したが、町はこの要請を受けて町発注の工事についての労務単価の改定は行ったの

でしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 財政課長。 

○財政課長 柴田 敬三君   

 都市整備課等での設計については、そのような反映をしております。 

 以上です。 
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○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 まあ、大体、労務単価の改定が平均１５.１％行っているわけです、引き上げて

いるわけですね。これより末端労働者の賃金は本来的なら上がらなければいけない

んですけど、しかし、それがなってるかどうかという問題ですけど、今、町はそう

いった契約によって受けた労働者のその末端価格の賃金、こういったものを把握し

てるのでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 財政課長。 

○財政課長 柴田 敬三君   

 把握しておりません。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 これは、民民の問題であるとかそういったところも考えられると思いますけど、

公契約条例を制定しますと、こういったところの末端労働者が幾らであるかとか、

そういったところを調査し把握して、そしてそれによって、それが適切な賃金であ

るかどうかというところを判断するわけになります。そういった点で、その、町が

公契約条例によって指定された賃金より低かった場合には、それを指導して賃金を

上げなさいという、そういった指導もされるという、こういったことが公契約条例

ではできるわけです。 

 まず、全国的には野田市が公契約条例を制定しています。公契約条例の前文と目

的について紹介いたします。 

 地方公共団体の入札は一般競争入札の拡大や総合評価方式の採用などの改革が

進められてきましたが、一方で低入札価格の問題によって、下請の事業者や業務

に従事する労働者にしわ寄せがされ、労働者の賃金の低下を招く状況になってい

ます。このような状況を改善し、公平かつ適正な入札を通じて豊かな地域社会の

実現と労働者の適正な労働条件が確保されることは一つの自治体で解決できるも

のではなく、国が公契約に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な

措置を講じることが不可欠であります。本市はこのような状況をただ見過ごすこ

となく、先導的にこの問題に取り組んでいくことで地方公共団体の締結する契約

が豊かで安心して暮らすことができる地域社会の実現に寄与することができるよ

う貢献したいと思う、この決意のもとに公契約に関する業務の質の確保及び公契

約の社会的な価値の向上を図るため、この条例を制定する 

となっています。 

 そして、その目的で、第１条では「この条例は、公契約にかかわる業務に従事す

る労働者の適正な労働条件を確保することにより、当該事務の質の確保及び公契約

の社会的価値の向上を図り、もって市民が豊かで安心して暮らせることのできる地

域社会を実現することを目的とする」というように、崇高な理念のもとで野田市議

会では全会一致で可決したという法律であります。 

 こういった法律について、内容について、町長はどのようにお考えでしょうか。

その点を伺います。 

○議長 横尾 武志君   
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 町長。 

○町長 波多野茂丸君   

 その公契約条例というと、私もいろいろ調べさせていただいたわけでございます

が、やはり今７つの市で、条例をやってると、全国で７つ、じゃあ全国でまだ７つ

しかないのかということを一つ考えなければならないのではないかと思います。い

ろんな問題がこの中には、資料読みますとあるわけでございまして、地域性の問題

もあります。 

 そして、やっぱり労働者の賃金の問題というのが大きな、少数というのが大きな

ことであろうかと思いますが、一方、結局、今、規制緩和の時代でございまして、

競争が、いろんな業界の中で激しいわけでございまして、労働者の賃金だけが保障

されて、じゃあ他の物品等、そういう価格競争もあるわけでございまして、ただ単

にこれをやると、じゃあその事業は、果たして企業は成り立っていくのかどうかと

いう問題も中であるわけでございます。 

 このことにつきましては、慎重にやはり取り組まなければならないと思っており

ますし、賃金につきましては、やはり最低賃金というのが国のほうできっちり決め

られておりますので、さらにそれを踏み込んだ中での公契約条例と、私はとってお

ります。まだまだいろんな形の中で検証することが必要ではないかと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 川上議員。 

○議員 １０番 川上 誠一君   

 言われるように、まだ全国では７つしか制定していません。それは、なかなか、

今言われたように、業者の方々との問題とか、いろんな問題、法的な問題もありま

すが、国のほうとしてはこういった、最低賃金法を上回る賃金を条例化しても問題

ないというようなことは、こう言われてますけど。ただ、やっぱり、例えば、なぜ

その国の公契約法を制定をすればいいじゃないか、町がする必要ないじゃないかと

いうこともよく言われますが、かつて情報公開条例、こういったものも国よか１０

年も先駆けて、１９８２年に山形県でも金山町が先駆的に制定し、そして翌年に神

奈川県と埼玉県が制定して、そして今や全国の自治体がその、これは当たり前だと

いうことで合意をしとるということで、国がなかなか進まないのであれば、町がや

っぱり率先していって、こういった条例をつくっていって、そして国に迫っていく

という、こういったことはいろんな条例でから、法律でこうあってるわけです。 

 その点からも、やはり芦屋町において公契約条例を制定することによって、税金

によって行われる公共工事などでワーキングプアをつくらないという、こういった

ことをすることが必要だと思いますし、また何よりも、先ほど町長が最低賃金があ

るということを言われてました。しかし、その最低賃金がそれぞれの県で決められ

てますが、福岡県では７０１円というようになってますが、この最低賃金で働いて

いても、働く人が生活保護を申請すれば、生活保護が受給できるというのが最低賃

金のその水準なわけです。 

 そういった点では、最低賃金があるからそれで人間らしい生活ができるんだとい

うことにはやっぱりならないということで、特にやはり公で行う仕事については、

そういったふうに、その、ちゃんとした人間らしい労働ができるという、そういっ

た賃金にしなきゃいけないというふうに思います。 
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 それと、何よりも自治体の職員、まあ、ここにおられる方は正規の職員がほとん

どですが、自治体の職員の方の中にはもう４割近くはその非正規の臨時職員、そう

いった方々がなってます。そういった方々はほとんどが最低賃金ぎりぎりで雇用さ

れてるわけです。 

 公契約条例を制定しますと、当然、公契約を制定するところの事業者には１,０

００円でしなさいと言って、自分のところのその臨時職員には８００円でやるとい

うことはできないですから、官製ワーキングプアというのも、やはりみずからがこ

れを是正しなきゃいけないという、そういった立場に立てるという、そういった点

では本当にその賃金自体の、国民の賃金の底上げをやるという、そういったことが

できるということになります。 

 確かに、住民の税金を原資とする公共事業はできる限り安く無駄なく執行される

ことは当然のことです。しかし、公が行う事業が競争原理に任せてよいはずはあり

ません。公共事業や公の役務には官製の品質の確保、市民サービスの向上と安全性

の確保、地域経済の振興、地域建設業の健全な発展、労働者の生活や建設の安全な

安定など重要な役割として求められています。 

 そういった点では、本町も入札契約のまだまだ努力が行われてますが、入札制度

の改善だけではなく、公契約にかかわる労働者や下請中小業者や零細業者の低賃金

や不安定雇用を改善することができないんですから、やはりぜひ公契約条例を制定

していただくことを求めまして、私の一般質問を終わります。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 以上で、川上議員の一般質問は終わりました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長 横尾 武志君   

 では、ただいまからしばらく休憩いたします。再開は１３時３０分からいたしま

す。 

午後０時18分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時30分再開 

○議長 横尾 武志君   

 再開いたします。 

 次に、８番、小田議員の一般質問を許します。小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 お疲れでございます。８番、小田でございます。一般質問をいたしますが、限ら

れた時間でございますので、答弁につきましては簡潔にわかりやすく、大きな声で

自信を持って答弁してください。よろしくお願いしておきます。 

 まず、第１点目でございますけれども、件名１として、自転車利用者の交通安全

対策について。近年、自転車の利用者がふえ、それに伴いまして自転車が絡む事故

も増加傾向にあると言われております。そういう中で、児童や生徒あるいは高齢者

が安心して安全走行できるような対策を町のほうで講じてあるのかどうなのか、そ

この辺からお尋ねをしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 執行部の答弁を求めます。環境住宅課長。 

○環境住宅課長 入江 真二君   
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 それでは、交通安全対策について、環境住宅課で実施しております事業について

答弁させていただきます。 

 交通安全対策につきましては、町長、芦屋町交通安全協会、議会代表、区長会、

教育委員会、ＰＴＡ、交通事業者、警察署等の方々で構成された芦屋町交通安全推

進協議会を年２回開催しております。 

 芦屋町が実施する交通安全町民運動がございますが、この実施について協議いた

だいております。それで、その協議いただいた後、実施しております。この交通安

全町民運動は、福岡県の県民運動と同時期に実施しておりまして、運動の基本とし

ては毎回ルールを決めておりますが、今年の秋は子どもと高齢者の交通事故防止、

これを運動の基本としております。これを基本として、それ以外に飲酒運転の撲滅、

夕暮れ時と夜間の歩行中・自転車乗車中の交通事故防止、全ての座席のシートベル

トとチャイルドシートの正しい着用の徹底、この３点を運動の重点として掲げ、広

報啓発活動を実施しております。 

 また、警察署を初め、地域や学校などと連携し、交通安全教室、自転車安全教室

の開催や道路における啓発キャンペーン、春秋の町民運動では、町内１３カ所にお

いて、通学児童への交通安全指導、広報誌及び広報車によるＰＲ等により、町民一

人一人に交通安全指導の普及浸透を図り、交通ルールの遵守と正しいマナーを習慣

づけることにより交通事故の防止を徹底づける、徹底を図ることを目的に実施して

おります。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 学校教育課のほうは児童生徒の関係でお答えしたいと思います。平成２５年度に

おいて自転車と車の接触事故が小学校で２件、中学校で２件起こっております。い

ずれも軽傷で大事に至っていませんが、このような事故があった場合には、すぐに

それぞれの学校で全児童生徒に対して、事故に遭わないように注意をしています。 

 次に、安全対策ですが、小学校では毎年１回程度の交通安全教室を実施しており、

４年生以上については自転車の乗り方の指導も行っています。２４年度においては、

芦屋東小学校、山鹿小学校で土曜日授業を活用して、折尾警察署の指導により、保

護者も交えた交通教室を開催しています。 

 芦屋小学校では、平日、宅配業者の指導員から交通安全の指導を受けております。

この宅配業者の指導員はクロネコヤマトの社員でありまして、実際トラックを持ち

込み、トラックの運転席に乗せてトラックの死角がどこにあるかといった、業者の

視点から交通安全を指導しております。 

 中学校では、登下校時にヘルメットを着用させています。また、年２回程度、生

徒に対する交通安全のルールを指導しており、自転車通学を希望する生徒に対して

は、自転車点検の際に２列で走行しないといったマナーについても指導をしており

ます。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 自転車の利用者に対する安全対策、これについてはるるご説明がありましたけれ
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ども、そういう中で、いろんな対策が講じてあるということは認識できるわけでご

ざいますが、自転車につきましては、利用する人たちがどのような認識を持ってお

るかということなんですね。自転車といえども、これは決して侮ることはできない

と思うんですね。事故や違反、そういうものにつきましては、他の一般車両と同じ

ように道路交通法が適用されるということで、いろんな、指導者のほうはそういう

認識はあろうかと思いますけれども、他方、学童とか生徒につきましては、そうい

う認識は余りないんじゃないかなというふうに思います。そこら辺の周知はどのよ

うにされておるのか、ちょっとお尋ねしたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 そのあたりにつきましては、各学校において交通安全教室の中で、児童生徒に徹

底して事故に遭わないようにするにはこうしなさいという形で指導をしております

が、学校管理下を離れた場合におきましては、保護者の方に対しても交通安全に注

意していただきたいというような形で、学校、家庭含めて連携をとりながら、交通

安全、子どもを交通事故から守っていくという体制をしております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 交通安全対策につきましては、春、夏、秋、冬と、四季それぞれで交通安全県民

運動が実施されておるわけでございますけれども、その県民運動の中での重点的な

施策といたしましては、ご承知のとおり、飲酒運転の撲滅、それから、高齢者の事

故に遭われないような対策の確立、３つ目に、やはりこの自転車の安全利用の推進

ということがうたわれておるわけですね。県民運動の３つの柱の中の一環としてこ

れが掲げられておるわけでございます。そういう、その掲げられておるその背景と

しては、いわゆる自転車の利用に対するいろんな事故がやっぱり多発しておるとい

うことで、社会問題になっておるという背景があって、交通安全運動の、県民運動

の中の３本の重点項目の中の一つに、これが取り上げられるというふうなことにな

っておるというふうに思います。 

 自転車の法的位置づけについてはご承知だと思いますけれども、いわゆる道路交

通法の第２条において、これは車両でありますよということはきちっとうたわれて

おるわけですね。そういうふうな法的に位置づけされておる以上はやっぱり違反と

かいうことについても、あるいは乗り方についてもいろんな義務が課されておるわ

けでございます。 

 その内容につきまして、若干申し上げたいと思うんですが、自転車につきまして

は、通行帯については車道が原則だと、歩道については例外ですよというのがまず

１点あるわけですね。それから、車道の左側を通行するんだよというものも法的に

定められております。それから、特別な例で歩道を通ってよろしい、いわゆる高齢

者とか障害がある皆さん方については特別に歩道を走行してもよろしいですよと。

しかし、その場合は、あくまでも歩行者が優先ですよという義務化もあるわけです

ね。 

 それと、安全ルールを当然守るということです。この安全ルールにつきましては、

先ほどから話が出ておりますように、飲酒運転の禁止、これはもう当然のことです
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ね。それと、二人乗りの禁止、それから２台以上での並進の禁止とか、それから夜

間につきましては、前面にはライトを後ろには反射板等の確認ができるようなもの

の添付、これも義務づけられております。 

 それから、児童につきましては、１３歳以下だったと思いますが、この子どもた

ちが自転車を利用する場合は、親御さん、保護者は安全のためにヘルメットをかぶ

らせるように努めなければならないというふうなものも、このたびの法改正でつけ

加えられております。 

 そういうことで、自転車に乗る上においては、守るべきものがたくさんあるわけ

でございまして、もしそういうことをしないで違反だとかいうような形のものがな

ってきたり、あるいは事故あるいは他人にけがをさせた場合はいろんな補償が、損

害賠償ですね、そういうものが言われております。 

 大きな金額、自転車の事故でこんなんかなというものがあるわけですけれども、

無灯火によって歩行者をけがさせたということで、平成８年１０月に大阪地裁判決

で２,５８０万円の損害賠償が認められたというふうなこと、あるいは傘差し運転、

傘を差して自転車に乗っとって、あるいは携帯電話なんかを使いながら自転車乗っ

とく、そして歩行者にけがをさせた、そういう場合につきましても、平成８年にや

っぱり大阪地裁で２１１万円の損害賠償が認められたと、いろんな形で自転車の絡

む事故ちゅうのは大きいわけですね。 

 そういうことからして、先ほどから申し上げますように、啓発、これはきちっと

やっぱりするべきだろうと思います。そういうことで、保護者の皆さん方あるいは

自転車を乗られる高齢者の方々に対して、こういうことですよというような、理解

を深めるような、活用といいますか、啓発がより一層必要であろうと思うわけです

が、その点についてはいかがでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 環境住宅課長。 

○環境住宅課長 入江 真二君   

 今、小田議員さんが言われましたように、近年自転車の事故が全国的にふえてい

るということで、福岡県でもこの事故の状況はだんだんふえております。幸いと申

しますか、芦屋町では平成２３年、２４年、それぞれ警察署の調べでは８件ずつと、

７月現在では２件ということで、前年比マイナス１件ということでふえておりませ

ん。 

 ただ、この全国的にふえているという状況ということで、福岡県の警察本部では

その良好な自転車、交通秩序の実現のための福岡県警察総合計画というものも策定

しております。これは、警察が取り組むもの、道路環境の整備、交通マナーのアッ

プ、それと違反者の取り締まり等々について、警察ができること、県民、住民の方

ができること、利用者ができること、市町村の取り組みというようなことが決めら

れております。 

 小さな子どもさんから高齢者の方々まで気軽に利用できる自転車ですので、我々

としても先ほど言われました、それぞれ自転車は車道が原則、歩道は例外というよ

うな、俗に、自転車安全利用五則というような言い方で交通安全町民運動の中でも

周知しておりますが、そういった安全利用五則を保護者とか地域の方に啓発したり、

それとか実際に、バイク、自転車で歩行者と事故を起こした場合には、多額の損害

賠償が発生してる事例が出ております。そのため、刑事罰を受けたり、高額な賠償

金を受けるような事例というのもあっておりますので、そういったその事故に対し
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て、自転車を利用する子どもさんの保護者に対して、自転車運転による事故の事例

とか、自転車事故で問われる責任などを具体的に啓発したり、自転車が加入できる

ような保険等の周知も必要かと考えております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 自転車の安全利用に関しては、いろんな形で取り組みをされておるようでござい

ますけれども、より一層啓発活動に取り組んでいただきまして、子どもたち、ある

いは生徒、高齢者の方々が安全に利用できるように、より一層の啓発活動をしてい

ただきますように、お願いをしておきます。 

 それで、１件目につきましては終わります。 

 続きまして、件名２の町有地の有効活用についてお尋ねをいたしたいと思います。 

 大君の旧ごみ処理施設の活用策については、昨年の９月議会において調査を行う

旨の答弁がなされましたけれども、その後の経過についてはどうなっているのか、

お尋ねいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 企画政策課長。 

○企画政策課長 中西 新吾君   

 大君ごみ処理場跡地調査委託を５月２４日に契約し、実施しております。埋立地

のごみ層でのボーリングによる調査・分析でベンゼンが検出されました。数値は排

水を対象とする環境基準にはおさまっていますが、飲料水としての基準を超えてい

ます。地下水、水質汚濁の環境基準はごみ層内の保有水等を分析するのではなく、

飲料等を目的とした地下水を分析するもので、ごみ層内の保有水等を直接飲用する

ことはないため、人の健康の保護に支障を及ぼすものではありません。また、漂流

水の調査ではベンゼンは検出されておりません。ただし、町としてベンゼンがごみ

層内もしくはその周辺でおさまっている確認をするため再調査をしています。結果

は、今月の１２日に出る予定です。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 町長の平成２５年度の施政方針の中で、この大君跡地については、「大規模太陽

光発電施設の誘致の検討と手続を進める」と言われておったんですが、その後のこ

の件についての進捗状況について、お尋ねをいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 企画政策課長。 

○企画政策課長 中西 新吾君   

 大君ごみ処理場跡地の有効活用として、大規模太陽光発電施設の事業誘致で検討

を進めています。県の廃棄物対策課、環境保全課など関係機関との協議、先進地の

調査、廃棄物の処理及び清掃に関する法律や土壌汚染対策法の法令遵守、手続の確

認などは行っておりますが、森林開発の考え方、貸付面積などについて、さらに検

討を行っているところでございます。 

 以上です。 
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○議長 横尾 武志君   

 小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 この処理場跡地につきましては、ご承知のとおり、平成２年に２億８,０００万

円程度の金額を投じて購入されております。一方、２３年間、この間いろいろな検

討がなされてきたわけでございますけれども、結局は活用策は策定されずに今日ま

で来ておるわけでございますけれども、社会情勢の変化といいますか、そういう背

景の中で各地で普及している再生可能エネルギー発電設備の用地として活用できれ

ばということで現在、検討され、また調査もされておるということでございますの

で、できれば購入当時に覚書で交わしております、公害が発生した場合の云々とい

うこともございますけれども、そういうことをしなくてもこの土地が有効に活用さ

れるような今後の、展開といいますか、利用計画、そういうものについて何か前向

きな内容があればお尋ねいたしたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 企画政策課長。 

○企画政策課長 中西 新吾君   

 今現在、検討していますのは、先ほど申し上げましたように、大君処理場跡地の

有効利用としての太陽光発電施設の事業誘致ということしか、今現在は検討はいた

しておりません。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 小田議員。 

○議員 ８番 小田 武人君   

 いずれにいたしましても、この処理場跡地を含めて、旧釜風呂跡地、その他、他

の遊休地があるわけでございますけれども、実効性のある土地利用、活用策を早急

に確立していただきまして、有効に利用されることを期待いたしまして、私の質問

を終わります。 

○議長 横尾 武志君   

 以上で、小田議員の一般質問は終わりました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長 横尾 武志君   

 次に、１１番、益田議員の一般質問を許します。益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 こんにちは。益田です。一般質問をさせていただきます。最後でございますので、

よろしくお願いいたします。 

 まず、東日本大震災を契機として防災教育に注目が昨今集まっております。気仙

沼市では、明治、昭和の三陸津波やチリ地震津波で壊滅的な被害に遭ったことから、

津波の記念碑を設置したり、映像や振動による津波の擬似体験館を日本で初めて建

てたりして、風化防止に努めていたにもかかわらず、３・１１で１,０００人を超

える死者が出ました。その原因について、Ａ氏は「知らないうちになれが出てきた

のかもしれない」と指摘をされております。 

 震災の２日前には「津波が来る」と言われたにもかかわらず何もなかった、その

ことによって今回も大丈夫と思った人は多かったと言われております。そのために

も、やはり「継続は力なり」と言われるように、継続的にそういった避難体制の周
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知徹底とか、そういった教育をやっていくべきではないか。 

 また、非常食の用意やその避難ルートの確認とか家族での集まる場所の決定のほ

かに、防災教育の推進や地域住民への避難の周知徹底などが今叫ばれているところ

でございます。 

 まず初めに、防災教育、学習の有無が幼保・小中の実態についてお尋ねいたしま

す。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 学校教育課のほうからは、幼稚園・小中学校の実態について述べさせていただき

ます。 

 幼稚園・小中学校ともに防災教育は実施しております。幼稚園は、２園で幼児で

あることから、訓練・体験を通じて学習をさせています。例えば、①サイレン・非

常ベルを鳴らす、②放送により指示を出す、③避難を開始させるといった訓練によ

り、命の大切さ、素早い避難の重要さを学習しております。訓練の種類としては、

火災訓練、地震訓練などです。 

 小中学校では、教科、道徳、特別活動、総合の時間などで生命尊重、公徳心、思

いやり及び規範意識等を育む学習を通じて、いわゆる知識の学習をしております。

その上で防災週間、８月３０日から９月５日などを使って、全校集会などで防災の

心がけや実際の行動様式等を指導しております。 

 また、特に、芦屋東小学校では、県教育委員会の研究指定、実践的防災教育総合

事業を２カ年受け、大学教授など専門家の指導でワークショップ形式により、みず

からの命を守る上で必要な判断力、行動力を高める研修を行っております。 

 中学校では、福岡管区気象台の専門技術官を招聘して、自然災害についての理解

と防災の研修を行っております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 福祉課長。 

○福祉課長 吉永 博幸君   

 町内の保育所の防災対策の状況を説明させていただきます。 

 厚生労働省が示す保育所保育指針及び消防法に基づき、町内の保育所では毎月火

災や地震などの災害に備え、避難訓練を実施しております。また、保育所によって

は災害以外のいろいろなケースを想定して、避難訓練の回数をふやしているところ

もございます。 

 このほかにも、ある園では東日本大震災以来、９月と１月に防災の日を定めて非

常食を試食したり、防災について園児と先生が話し合いをしているところ、また別

の園では緊急地震警報機を設置したり、職員が毎年救命講習を受けて非常時に備え

ているところもあり、今後の計画として竜巻への対応も予定されているなど、総体

的に対策・訓練等がしっかりされているものと考えております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 各単位で一生懸命取り組んでいらっしゃるようでございます。ただ、これが短編
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的でないようにしていただきたいなと思うんですけど、毎年これは実施されている

んでしょうか、お願いいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 小中学校では毎年行っております。例えば、先ほど言いました、実践的防災教育

総合事業というのは県の指定でございますので、年数に限りがあります。東小学校

におきましては、平成２４年、２５年度の事業でございます。中学校でも、この事

業を利用して、２４年度に、先ほど言いました、専門技術官を招聘したということ

でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 福祉課長。 

○福祉課長 吉永 博幸君   

 保育所につきましては、先ほど申しましたとおり、避難訓練についてはもう毎月

実施して、各園で実施しておりますので、しっかりされております。それと、東日

本大震災以降の取り組みの非常食の試食、こういったものは新しいもので、これも

以後毎年ですね。それから、竜巻につきましてもこれからある園では毎年取り組ん

でいくという方針のもと、防災対策を進めていくというふうに聞いております。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 すごいなと思って今聞いているところでございます。本当に、災害が起きてから

では右往左往しなきゃならないという問題点が起きてきます。私自身も、その大き

な災害に、台風で１回玄関のシャッターが壊れたというのはこうありましたけれど

も、倒壊するというところまではいっておりませんでしたので、本当にこの最近起

こっている状況が異常な状態であるなとこう思われるわけですね。そういったのが、

芦屋町にも来ないというわけではないと、どこでも起こり得ることが現在はあちら

こちらで起きているんだということを専門家の方は言われてるわけでございますが。 

 積乱雲が近づいてくるときには、本当に真っ黒い雲が近づいてきたときには大変

この怖い感じがするわけですけれども、そういった積乱雲の状態とか、そういった

ものも子どもたちに教えていく必要性があるのではないか、真っ黒い雲が近づいた

らどうするか、雷の音が聞こえてきたらどうするかとか、急に冷たい風が吹くとい

うのがそのメカニズムのようでございます。 

 そういった場合においては、本当に、また低い場所にいたら水が流れ込むおそれ、

川にいたら増水する危険性、広いグラウンドや公園などでは雷が落ちる可能性があ

る、こういったこともやはり常々教えとくというのかな、学習をお互いにやってい

くという、その場合において、その速やかに安全な場所に避難しましょうと言われ

ても、避難する場所が、私もいつも考えてるんですが、うちは浜口公民館に、避難

場所が一番近いわけですね。しかし、海抜どれぐらいかといったら、もう西川とか

氾濫してきたら、もう全く太刀打ちできない、じゃそこからまた逃げるといったら

また大変ですから。 

 だから、今言われているのは、第一避難場所、それから第二避難場所、第三とい

うふうに、そういった訓練を常々やっていく必要性があるんではないかと、このよ
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うに言われてるわけでございます。せっかく、しっかり今取り組んでいらっしゃる

ようでございますので、そのまま継続して、２４、２５で切れるところにおきまし

ては、何らかのまた手だてをやりながら、ほかの方法でもこう訓練をやっていただ

きたい。 

 先日から竜巻がございましたね、埼玉のほうで。それで、栃木に翌日こう竜巻が

起こったわけですが、そのときに男性の方が、「きのうは埼玉の災害状況を見て大

変だなと思っていた。それが翌日には自分の身に降りかかるなんてその思いもしな

かった」って、これがやっぱり想定外と言われるゆえんではないかなと思いますね。 

 現在の状況だったら本当にどこにでも起こり得る、それから、九州が特に、昨年

の７月にありました豪雨ですか、あれがすごく、一つの警報になっているようでご

ざいます。これは福岡市のほうでございますから、何も遠くはないわけですね、福

岡県の中ですから。やはりこれを定期的に続けていっていただきたいと、このよう

に思います。 

 それでは、２点目ですけれども、災害備蓄について質問をいたします。 

 九州の公立学校の防災備蓄割合は福岡県が一番低いと言われているわけですが、

芦屋町立学校での備蓄率というのはどの程度なされているのか、お尋ねいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 お答えします。 

 学校内においては飲料水、非常食等の災害のための備蓄は行っておりません。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 総務課長。 

○総務課長 小野 義之君   

 芦屋町地域防災計画におけます食糧供給体制の考え方についてご説明いたします。 

 災害に備える備蓄は、基本は住民、家庭や地域などですが、自助共助による備蓄

で行政は公助の考え方から補完的、広域的な備蓄調達体制の確保に努めることとし

ております。食糧の備蓄に当たり、地域の事情に応じた備蓄品目の選定を行うとと

もに、備蓄品目の性格に応じて、山鹿部では現在、総合体育館、また芦屋部では役

場において集中備蓄に取り組んでおります。内容は主となる水を、１リットル換算

ペットボトルで２,５００本、米を１,２００食、その他乾パンやリッツ缶など４,

０００食程度を保存している状況でございます。 

 なお、大規模災害発生後は行政などの支援が困難になる可能性があることから、

住民に対しては３日分相当の食糧の備蓄を行うよう啓発を行ってまいります。 

 また、災害により混乱、途絶している市場流通がある程度回復する間の食糧を、

コンビニやスーパーなどの町内業者との供給協定の締結等の方法により、円滑に確

保できる体制を今後構築してまいりたいと考えています。 

 以上が、備蓄に関しての考え方でございますが、避難所の区分について若干ご説

明いたします。 

 防災拠点としまして総合体育館及び中央公民館を現在、指定をしております。大

規模災害時に住民が一時的に避難する場所として、町が公共施設に設置しておりま

す。また、家屋が焼失・倒壊・流出した方の応急仮設住宅への移転までの避難所と

しても考えております。学校施設につきましては、中学校を防災副拠点、小学校を
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広域避難所としております。防災拠点への避難者が多く、施設の受入能力を超えた

場合の避難所とするものでございます。 

 先ほど地域でということも言われましたけども、自治公民館につきましては、一

時避難所ということになりますので、一時避難していただいて災害の程度によって、

また、そういった拠点避難所あたりに移動するというような考え方でございます。 

 そういうことから、学校施設におきましては、今、学校教育課長、申しましたよ

うに、食糧備蓄をする考えがないということを補足説明させていただきます。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 小学校が広域避難所といえども、総合体育館は山鹿関係ですよね。橋がもしあそ

こで寸断されれば、芦屋の人が行けるわけはありませんので、その場合においては

芦屋地区の人は中央公民館なり、ここの庁舎なりという形になろうかと思うんです

が、何が起こるかわからないのが今のこの備蓄の問題なんですよね。例えば、じゃ

あ道路が寸断されてここまで来れない、やっぱり小学校が一番近かったとか、そう

いった場合において、最低でも３日分ぐらいは備蓄を必要とするんではないかと言

われてるのが今の捉え方なんですね。 

 だから、福岡県は３％しか進んでないそうです。一番全国的に備蓄率が進んでい

ないという、もちろん、今おっしゃるように、頭からそこを考えていないというこ

とがちょっと私もこう解せないんですけれども、やはり避難所としているからには

何らかの形として、１日でも２日分でもいいからやはり蓄えておく必要性があるん

ではないかな、このように思うんですね。その場合に、子どもとか地域の人もそこ

を拠点として来ますし、例えば、登校日であって何か起きたときにはそこに寝泊ま

りをするような形になる。じゃ、その場合においてはどうするのか、その点はどう

なんでしょう。よそから持ってくる、誰かが運転して持ってくるという形と捉える

んですか。 

○議長 横尾 武志君   

 総務課長。 

○総務課長 小野 義之君   

 幅広い箇所に備蓄できればよろしいんでしょうけども、ある程度予算の関係もご

ざいますし、まあ、この備蓄というのが今現在、水にしても５年ぐらいしかもちま

せんので、それで買いかえたりしていきます。 

 通年は、３年から５年の中でその品物の補充というんですか、そういった形で町

のほうとしては今備蓄をしてきたんですけれども、基本的には先ほど言われた、３

日分といいますか、３日分で３００人程度の食糧を備蓄していくという考え方の中

でやってまして、それをどこで備蓄するかというのが、先ほど申しましたように、

山鹿部では総合体育館に置いておりますし、遠賀川ございますので、芦屋部におき

ましては、現在、役場のほうに置いてます。 

 今後、その辺の学校への必要性というところについては、議員さんご指摘の部分

もございますんで、どの程度置けるかというのは、また今後の課題だろうと思って

おりますが、現在、そういう振り分けの中で進めているのが現状でございます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   
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 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 新聞の見出しの中にも、「文部科学省の調査で大規模災害時の避難拠点として期

待される学校の備蓄が不十分な実態が判明した。児童や生徒だけでなく地域住民も

一定期間滞在することを考慮し、対策を急ぐ必要がある。これまで、学校の災害対

策はできるだけ早く安全に子どもを帰宅させることに主眼が置かれてきた」、東北

の場合もそうですね。以前は家に帰らせることを主にしたけれども、とにかくまず

自分が安全なところに逃げなさいと、まず自分の命を守んなさいということで指導

をやってきてる。その場合において、家に帰せない場合においては、もうそこの学

校にとどめるちゅうか、だから、その場合に多くの人が、東北大震災の場合ですね、

多くの人が帰る家を失い、学校などの避難所で長期の生活を強いられた。救援物資

が届き始めるまで最低３日分の水や食糧を備えておくべきだと指摘する専門家もお

りますということで。 

 それと、学校関係、お尋ねしたいんですが、文科省は震災後、学校防災マニュア

ルを作成し、防災体制の充実を全国の教育委員会に求めてきたと言われてるんです

が、その点についてはいかがでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 教育長。 

○教育長 中島 幸男君   

 教職員の防災教育という話になるんだろうと思いますけども、確かに、文科省が

「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」だとか、県教委も教師用

の指導資料を、「防災教育（地震）」というのをつくって配布していまして、学校

の場合はそれらをもとにして、ある程度学校に、自治体においてはマニュアルづく

りをしておりました。学校の教育計画の中にはそういう避難訓練的なもの入ってお

りました。 

 先ほど課長も申しましたが、従来防火、火災の訓練をよくやってました。あれ以

降地震に対してもやって、年間２回ほどは実施しておりまして、その際に、この防

災マニュアル等使って、それを生かしていくと、そういう形で行っております。 

 何よりも、議員がおっしゃったように、自分で自分の命守れというのが最初だろ

うと、自助といいましょうか。あの津波の中で、昔からあります「津波てんでん

こ」という話があったように聞いておりますけど、その際に、やっぱり自分がどこ

に逃げるか、どうすればいいかという、まさに、自分で考え、判断して行動すると

いうことが大前提だろうというふうに思っておりまして、そういう観点で、学校教

育も生きる力を育むという形で行ってますので、そういう観点で指導はしておりま

す。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 今年の８月３０日に、特別警報運用開始が、命を守るための新基準というのが発

令されてるわけですけれども、やはりその中でも気象庁の長官が言われてるのは、

命にかかわる非常事態が迫っていることを知らせる情報が強くなってるわけですか

ら、今回ですね。だから、直ちに命を守る行動をとってほしいという話をしている。 

 それからまた、もし自分の住んでいるところで大雨が降ったらどうなるかを想像
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し、事前に行動を決めておくことが大事というのが、これが常日ごろから、教育の

分野においても、家庭においても、地域においても、そういった取り組みをやって

いく必要性があるのではないか。特に、先ほども言いましたように、２０１１年９

月、紀伊半島で大きな被害が出た台風１２号、それから九州においては昨年の９月

の九州北部豪雨を教訓としてと言われてますので、この北部豪雨もこの特別警戒の

中に入っているということになってるわけですね。そうしてみますと、九州でも避

けて通られない問題ではないかと、このように思うところでございます。 

 それでは、先生の、職員の防災教育についてはどのようなことが行われているの

か、お尋ねいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 県教育委員会等による教職員対象の研修は実施されていませんが、文部科学省か

らの「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」や県教育委員会作成

の教師用指導資料「防災教育（地震）」が配布されており、それらを使って校長の

指導のもと校内研修を実施し、それに基づく訓練を行っております。具体的には、

火災訓練、地震・津波訓練などです。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 当然現場の先生方ですから、先ほどお聞きしましたら、いろんな取り組みをなさ

れてますので、その中で先生方はともに訓練をしていただいてるものと思われます

ので、今後ともその点については持続してやっていただけるようにお願いしたいな

と思います。 

 それから、先ほどの備蓄の問題については、これはやはり耐震化が、国において

も耐震化をメインにこうやってきてましたので、経済的な面で自治体が進んでない

のが現状であるということにはなっておりますが、やはり最低限の備蓄をできるよ

うに考えていただきたいなと、今後の課題としていただきたいと思いますが、この

点については、最後、お願いいたします。 

○議長 横尾 武志君   

 総務課長。 

○総務課長 小野 義之君   

 学校施設につきましては、議員のご指摘もございますので、学校関係等、どうい

った備蓄のやり方ができるかというのは検討してまいりたいと思いますけれども、

備蓄の基本は先ほど申しましたような形で現在進めてます。必要数がどの程度要る

かというのは、考え方もございますけども、基本的な考え方は町内にいますコンビ

ニとかそういう民間の中で供給体制を構築するということも踏まえて考えていきた

いと、そうしないと、飲料水とか食品とかいうのはどうしても更新していかないと

いけないもんですから、それも踏まえて総量については考えていきたいなと思って

ます。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 
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○議員 １１番 益田美恵子君   

 じゃ、その点については、地域については、やはりそこにあるファミリーマート

とかセブンイレブンとか提携をやって、今言われるような体制づくりをやってると

ころもありますので、それについてはよろしくお願いいたします。 

 続きまして、熱中症対策についてでございます。 

 史上最高の猛暑日が９日間もあったと言われる８月、家の中にいても熱中症にか

かって搬送された方もおられたわけですが、学校では夏休み中ではありましたが、

部活またスポーツクラブのメンバーにおかれては、猛暑の中、練習に励んでこられ

たことと思います。もう予報では、９月の気温も例年よりも高いと報じられており

ました。学校も始まり、部活また体育授業、小学校におきましては運動会の練習等

が始まりますが、現在、その熱中症対策として、今、噴霧器つき大型扇風機──ミ

ストファンと言われるものですが、導入する学校がふえてきておると聞いておりま

すが、学校においてはこれを取り入れられる計画があるかどうかをお尋ねいたしま

す。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 現時点ではありません。今年のような異常気象が続くか疑問ですが、暑いのは確

かです。エアコンは各学校とも、校長室、職員室、保健室、図書館、会議室、コン

ピューター室に導入しています。現状の避暑対策については学校によって異なり、

山鹿小学校ではプレハブ校舎の３年、５年となのはな学級にエアコンを設置してい

ます。１年、２年、４年及び６年には、ＰＴＡから寄附された冷風機が１台ずつあ

り、ひまわり学級には扇風機が１台あります。 

 また、芦屋小学校には各教室に１台の扇風機があります。芦屋東小学校と芦屋中

学校にはありません。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 それについても、例えば、暑さ対策について、まあ、エアコンはちょっとお金も

たくさんかかりますから、それは別といたしましても、何か対策を講じてほしいと

いう、ＰＴＡなり、父兄からの要望というものは現在までありましたでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 学校・ＰＴＡ含めて、扇風機とか、空調ということも、話もあったこともありま

すけど、そういった形で話があったということだけは過去にもありました。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 それでは、各クラスまたは体育館等に温度計は設置されていますでしょうか。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

- 45 - 



○学校教育課長 岡本 正美君   

 温度計は設置されてないというふうに認識しております。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 私は２階に住んでるわけですが、もう本当、３０度を超えるときがあります。こ

れは取り入れてる、ミストファンを導入している町に３日の日に、議会が始まる前

の日に視察に行ってまいりました。苅田町なんですけど、苅田町の教育委員会に視

察の申し出をいたしましたら、気持ちよく受け入れていただきまして、担当課長さ

んは議会中でございましたが、荒津中学の校長、教頭の両先生に丁寧な説明をいた

だき、また対応していただきながら、ミストファン、それからこちらはミストファ

ンと製氷機、扇風機の３種類のものが導入されておりました。 

 なぜ、そういったことになりましたか、導入の契機になりましたかと言ったら、

やはりこの２年ぐらい前から導入をしている、昨今の気候が今までとは違う気候に

変動していってる、だから、どうしても子どもたちは以前とは違って体力がないし、

やはり物すごく暑さにも弱いと、そういったのもあって導入に、まあ、「行政のほ

うからいただきました」と言ってありましたけれど、「行政が提供していただけま

したので、気持ちよく受け取りました」と言ってお話はされておりました。苅田町

は、中学校が２校あって、小学校が６校あるんですって。ほいで、各校８校に１台

ずつ、それはリースで、リースだそうです。で、必要な時期だけにリースでやると

いうことですね。 

 それから、それは部活等、それから一般の、クラブがございますよね、野球クラ

ブとかサッカークラブとか、そういった人たちがやるときにそれを設置してあげる、

当然その近くには電源があり、電源は、まあ、ちょっと引けばいいわけですから、

コンセントを差し込んで長い、水も必要になりますからということで、水はホース

です。バケツでしたら「暑いときでしたからもう大変でした」と、６０リットル入

るらしいんですね。「それをバケツで持っていって、入れたら本当に疲れました

ね」なんて言って、教頭先生がそう笑っておられましたけれども、それが物すごく、

休憩時間に扇風機を回すと霧が出てくる……、もう本当に気持ちがいいんですよね、

ぱっと。べしょべしょにはなりません。もう爽やかな感じでありました。 

 そのミストファンが８台入っていることと、それが、製氷機は気分が悪いときに

職員室に設置をする、職員室に置いとって気分が悪いときに氷をもらいに……、結

構立派な氷が、大きな氷ができておりまして、それは各校に１台ずつ、勝手には使

えないようになってるそうです。先生の許可をもらってタオルに包んでそれを首筋

に当てたりしながら、暑さ対策をやっていく。 

 それから、扇風機は先日見てきましたら、ちょうど入ったばっかりで、その中学

校は、先生がおっしゃってたのは、「ちょっと問題がありましてですね」という感

じでおっしゃってたんですが、「ちょっと荒れた時期がありましたので、扇風機は

今年入れました」、ほかのところは早く導入してたらしいのですけれども、３０台

用意がされておりました。たまたま３日の日は少し雨が降って涼しかったので、教

室には持っていっておりませんけれども、ということで、まとめて置いてあるとこ

ろを写真に撮ってきました。後でごらんになってください。これを２台ずつ前と後

ろと、風を要するに出すということですね。熱を出す、風を送って熱を出すという
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ことの意味合いで各クラス２台ずつ。 

 それから、体育館には４台の大型扇風機というのが、何か足が三脚になってまし

たけれども、これを４台置いてやはり熱を出す。その「温度計をつけてありました

か」と言ったら３７度になっていると、「熱が上に上がりますので３７度になるん

ですよね」って、体育館の中が。それで、「女の子が熱中症にかかって救急搬送さ

れましたけれども、措置が早かったので事なきを得たんですけれども」と言って、

こうおっしゃってましたけれども。 

 やっぱり、そういった熱中症というのがどこで起きるかわからない、外でもある

でしょうし、中でもあるという、家の中でも起こるというぐらいですから。何とか

そういった、まあ、温度計がつけてないから、何度あるかというのはちょっと確認

がとれませんけれども、やっぱりそういった設備もちょっとこう必要かなというふ

うに思います。何かあってからでは遅いんではないかと、このように思うわけです

が、この点について、今は置いてないんですが、置くつもりもないのか、どうなの

か、まあ、将来的にどうなのか。私は何となく何か寂しいな。向こうの教頭先生が

おっしゃっておりましたよ。「芦屋町は教育に力を入れておりますね」「はい、そ

うです」って言いましたよ。この際とばっかり、「町長初め、教育長が一生懸命な

ので」、あの、議会もあとそれつけ加えました。「議会も後押しをしております」

って。「この辺、すごく力を入れておりますね」って、よくご存じな方で、中学校

にバスケの何か練習で「数回来たことがあります」って、その教頭先生はおっしゃ

っておりました。その「力を入れておりますね」のところにもう一つ何かこの後で

すね、ちょっとご意見聞かせていただけませんか、何かいい方法で。よろしくお願

いします。 

○議長 横尾 武志君   

 教育長。 

○教育長 中島 幸男君   

 本当に、今年は暑うございました。この暑さが常態化するものか、今年が異常な

のかということで、このエアコンにつきましては、かつても、この議会でも話題に

なったことがございます。その際には、まだ今年ほどございませんでしたから、子

どもたち、頑張らせましょうというような言い方で、まだつけませんということを

言ってました。 

 エアコンにつきましては、議員もおっしゃいますように、相当高いものがかかる

ようでございます。実は、先日、インターハイが北九州の総合体育館で高校の全国

大会がありました。４日か５日間、卓球があそこであったんですが、あれで、４日

か５日間の間に６５０万円ぐらいエアコン代かかったんだそうで、これはとてもや

ないね、という話があってました。そういうこともありまして、学校でつけるのは

つけてもランニングコストがとてもやないなということで、非常にきついと。 

 よく高等学校つけてるじゃないかという話をされます。高等学校の場合、保護者

がお金を払ってます。大体、月１,０００円取ってるようでございます。そして、

暑いときは空調で、そして冬は暖房で、半年ぐらいやっぱり使ってるということで

１,０００円ということで、義務制の場合はそういうわけにいきませんので、これ

やっぱりランニングコストを考えるとやっぱり非常に無理だろう、エアコンにつき

ましては。 

 ただ、今おっしゃいましたように、その扇風機だとかミストファンですか、ミス

トファンにつきましては、多分昇降口に置いてあるんだろうというように想像しま
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す。部活が済んでこう入ってきたときにクーラー借りるとか、いうことなんだろう

と思いますが。扇風機につきましては、今おっしゃいましたように、その一つは、

芦屋小学校が耐震のときに、ちょうど夏から耐震工事かかりまして、非常に暑かっ

たもんですから、あのときはレンタルを、扇風機をお借りいたしました。そういう

事例はございます。 

 今後、この扇風機等どうするかということもあるんですが、一つはやっぱりこの

温暖化の一つのもとになるような気もするんですね、電気どんどん使うことについ

ては。そういうことも裏腹で、非常にこうどうかなと思いながらも、この間も校長

と、学校の校長とみんなで何とかならんかという相談したら、その今、窓が腰の高

さまでしか窓がない、下まであくと随分風が通るねという話がありました。まあ、

それは工事費がかかります。 

 それからもう一つは、上のほうに天窓みたいなのがありまして、あれが窓があく

と対流していいねという話がありました。これも工事費がかかるんですけど、そう

いうこともその検討はしてみます、すぐやるという話ではございませんが、そうい

うことで、できるだけ子どもたちに、快適なとまでいきませんけど、この暑さを少

しでも温度を下げるようなことを、やっぱり考えていかないといけないという時期

ではあろうかなというふうに認識しておりますが、さあ、すぐどうしようというと

ころは、これはまた町当局と相談しながら考えていってみたいというふうに思って

ます。 

 以上です。 

○議長 横尾 武志君   

 町長。 

○町長 波多野茂丸君   

 確かに、教育には非常に、芦屋の子どもたちは芦屋で育てるという、一つの大き

な柱を持ってやらしていただいておるわけでございますが、これといわゆる環境整

備ということがイコールになるのかどうかということであるわけでございますが、

まあ、苅田町行かれたそうでございますが、ご存じのように、苅田町は不交付団体

でありまして、非常に財政豊かな町でございます。 

 この教育のことに関しましては、もうお金を幾ら積んでも積み足りないというこ

とはない、もう幾らでもこうあるわけでございます。今から取り組もうとしておる

ところがＩＴ教育の問題で、パソコン導入で子どもたちに早く、この情報化社会と

いうのは物すごい速さで進んでおります。子どもたちに早くそういう情報教育をし

なくちゃいけないということで、先日も町長会、議長会、それと４町の教育長と一

緒に武雄まで行ってきたわけでございますが、非常に先進的なところでございます

が、そこに先生たちみんなｉＰａｄを持たせておるということで。 

 芦屋町も何とかそれに追いつこうという形の中で、その前提としては先生方にま

ず、まあ、いわゆる先生方お一人一人に、卓上というんですか、役場の職員が皆さ

ん、提案のありますように、パソコン、まずそれを、先生方がまずみずからそれを

使いきらないと生徒あたりに教えることができないだろうということ。それから、

電子黒板ですよね、これも導入しなくちゃいけないということで、その辺について

の予算化をどうするかということで、今現在、そのことで進んでおるわけでござい

まして、それでもってきて、この、今聞いたらかなりな、まあ、どんな補助金があ

るかわかりませんが、まあ、いい補助金があるのかどうかということなんですが、

まあ、導入はできたとしても、今度はランニングコスト、今言われたように、非常

- 48 - 



- 49 - 

に大きなランニングコストがかかってくるのではないかと思っております。 

 限られた財源の中での配分でございますので、どこまで子どもたちにいい環境の

もとで学校での学習ができるかどうかということは、ちょっと、まあ、益田議員か

ら問題提起をしていただいたということで、受けとめておきたいと思いますので、

ご容赦いただきたいと思います。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 よくわかりました。たくさん教育には力を注いでいただいておりますので、やっ

ぱり教育こそは人をつくるわけですから、これはもう基本中の基本であります。た

だ、その中においてもやはり命があってのものでございますので、命を守るという

意味合いにおきましても、何らかの手だてを、どれぐらいの温度があって、どの程

度のものというのを把握していただきながら、やはり一緒に導入なんてことはとて

も無理なことでございますので、何が一番ベストなのか、ベターなのかとかを考え

ていただいて、取り組んでいただきたいと思います。 

 それから、最後でございますが、熱中症と思われる事例が現在まであったかどう

かを最後にお聞かせください。 

○議長 横尾 武志君   

 学校教育課長。 

○学校教育課長 岡本 正美君   

 現時点ではありません。各学校では、熱中症対策として、①健康観察の徹底、②

帽子・水筒持参の徹底、③温度による外遊びの制限、④スポーツドリンクの常備、

⑤運動場にテントを設置、⑥小まめな水分補給と規則正しい生活習慣の指導を行っ

ています。 

 以上でございます。 

○議長 横尾 武志君   

 益田議員。 

○議員 １１番 益田美恵子君   

 じゃ、今後とも学校教育、よろしくお願いいたします。 

 以上で終わります。 

○議長 横尾 武志君   

 以上で、益田議員の一般質問は終わりました。 

────────────・────・──────────── 

○議長 横尾 武志君   

 以上で、本日の議事は全て終了いたしました。 

 本日はこれをもって散会いたします。あすも一般質問を行いますので、よろしく

お願いします。お疲れさまでした。 

午後２時39分散会 

────────────────────────────── 

 


